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研究要旨 
突発的水質事故等による水質異常時の対応に関する検討を行った。日本における水
質異常時の水道の対応について整理した。現行(平成 25 年度）では、健康影響を考
慮して設定された水質基準項目の水質異常時においては、基準値超過が継続すると
見込まれ、人の健康を害するおそれがある場合には、取水及び給水の緊急停止を講
じることとされている。この中には、ホルムアルデヒドのように長期的な健康影響
（慢性毒性）を考慮して設定された項目も含まれる。現行の対応においては、(1) 慢
性毒性を考慮して設定された項目が基準値を超えた際に「人の健康を害するおそ
れ」があるかどうかを水道事業体自身が判断することが難しい、(2) 摂取制限を行
いながら給水継続をすることで給水停止を回避するというような柔軟な対応が取
りにくい、という課題があることが示された。 
摂取制限を伴う給水継続を仮定した場合の対応について検討した結果、まずは取

水停止を行うこととその判断基準を明確にすることが重要であると考えられた。ま
た、取水停止期間が長期化した場合、水供給が停止するおそれがあり市民生活への
影響が非常に大きくなる一方で、水質基準を超える水を供給した場合、施設洗浄や
水替えが必要となることで影響時間が長くなる可能性もあり、短期間であれば供給
停止を選択した方が影響時間は短くなることも考えられた。影響が長期間に及ぶ場
合は、生活用水としての取水再開を検討することなどの案が提案された。 
ホルムアルデヒド前駆物質による水質事故では、断水の発生により用水供給事業

の送水停止の影響が広範囲に及ぶことが示された。また、水質基準の遵守と給水義
務の狭間で悩む水道事業体の姿が浮かび上がり、社会活動の維持を見据えた摂取制
限の考え方を導入する必要性が示唆された。水質事故に対応するためには、水質監
視体制も重要であるが、巡視や水質調査の折に油流出事故以外の水質汚染事故を発
見することは困難である。より高感度な理化学的及び生物学的な監視装置を開発
し、水質汚染の早期発見を確実にすることも今後の課題である。 
海外における水質異常時の対応と広報に関する調査研究について、諸外国の事故

事例や標準的対応方法に関する調査、および WHO 飲料水水質ガイドライン文書等
文献での調査を行った。公衆衛生の維持及び消火用水確保などの観点から、特に大
規模な事業体では給水停止を行うことは少なく、摂取制限や煮沸勧告対応が多いこ
とが示された。また、対応は水道事業体と州などの水道監督機関との協議の上で決
定する場合が多く、水道事業体単独で判断をすることは、調査した範囲ではほとん
どなかった。さらに、短期間摂取による健康影響については専門家や衛生担当部局
などに相談し、水質基準値とは異なる種類の健康勧告値(HA)等の利用を重視して
いる。特に健康・公衆衛生部局との緊密な連携が重要なこと、また、住民への通知・
広報対策を重視していること等が示された。健康・公衆衛生部局などとの緊密な連
携が重要な点については、東日本大震災時の放射性ヨウ素暫定指針値超過による乳
児への摂取制限時の広報に際しても指摘されている。広報例として、米国 EPA が
作成した公衆通知ハンドブックを翻訳し、水質異常発生時の公衆への周知方法につ
いて重要な点を整理することができた。 
複数暴露経路を考慮に入れた暴露量評価では、生理学的薬物動態（PBPK）モデ

ルとモンテカルロシミュレーションを用いて、様々な暴露シナリオおける経口・吸
入・経皮の潜在用量を経口暴露換算した総和値の分布を求め、経口暴露による一日
耐容摂取量(TDI)との比較を行った。トリハロメタン類(THMs)4 種とハロ酢酸類
(HAAs)3 種の消毒副生成物を対象とした解析では、消毒副生成物の割当率として
20 %のデフォルト割当率を使用することが妥当であると考えられ、新基準値案を
含む現行の水道水質基準値の妥当性を支持するものであった。THMs では揮発によ
る室内空気を経由した間接摂取、HAAs では食品を経由した間接摂取が大きな暴露



  

ルートになっていた。トリクロロエチレン(TCE)とテトラクロロエチレン(PCE)につ
いての解析では、PCE については現行基準値の妥当性が確認された。一方、TCE
については現行の基準値では過半数以上の人が耐容一日摂取量(TDI)を超える暴露
量となる可能性が、本研究で用いた仮定条件において、示唆された。これは吸入や
経皮経路では経口経路と同じ潜在用量でも臓器への到達率が高くなり、間接飲水量
が多くなるためと考えられた。アメリカやカナダの TCE の基準値は 10 g/L より
低い 5 g/L であることも含め、今後評価値の見直しのため、今回シミュレーショ
ンに用いた仮定に関する精査など、さらなる詳細評価が必要である。 
日本人成人の潜在的水道水摂水量(pTWI)について推定を行った。pTWI を構成す

る要素を相関分析により求めた結果、pTWI は「水道水直接摂取」＋「ボトル水」
＋「ソフトドリンク類」＋「水道水間接摂取（スープとご飯中から摂取する水道水）」
と定義できた。また、平日と休日の補正、地域・性別・年齢区分に関する人口の偏
りについて補正を行った。その結果、補正後 pTWI (L/日) は以下の通りとなった。
冬：平均値 1.55, 中央値 1.45, 90%値 2.33, 95%値 2.64。夏：平均値 1.76, 中央値 
1.64, 90%値 2.67, 95%値 3.12。これらの値は今後、日本人成人摂水量としての基礎
資料となることが期待される。 
水道汚染物質の亜急性評価値に関する研究では、米国環境保護庁によって設定さ

れた健康に関する勧告値を中心に、その設定方法や根拠を調査した上で、日本の水
質基準項目に関して亜急性評価値を算出する方法やその可能性を検討した。次に、
日本の水道水質基準項目のうち、19 項目について、食品安全委員会の評価書を基
に安全性評価を行い、亜急性評価値 [Subacute Reference Dose; saRfD (mg/kg/day)]の
算出を試みた。算出した saRfD を用いて、短期的な水道水質汚染が生じた際に参考
とすべき水道水中濃度として、成人と小児を対象とした 2 つの値 [参照値 (mg/L)]
を提案することができた。 
複合暴露評価に関する研究では、カルバメート系農薬 13 種と有機リン系農薬 22

種について Hazard index 法及び Relative potency factor (RPF)法による評価を行った。
米国環境保護庁の複合暴露評価の対象となっているもの以外の農薬については、コ
リンエステラーゼ阻害作用の用量反応性に関する十分なデータが得られなかった。
より信頼性の高い評価を行うためには用量反応性に関してさらなるデータが必要
である。 
環境汚染物質として知られているパーフルオロカルボン酸 (PFCA)類のうち、炭

素数 12 以上の長鎖 PFCA については、炭素鎖が長い程毒性は弱まることが明らか
となっている。長鎖 PFCA 類の毒性強度の差の要因を明らかにするために、炭素数
12 (PFDoA)、14 (PFTeDA)、16 (PFHxDA)もしくは 18 (PFOcDA)の PFCA を投与した
ラットの血清中の PFCA 類濃度を測定した。その結果、投与した被験物質の炭素鎖
が長ければ長い程、血清中の被験物質濃度は低かったが、同等の毒性影響が認めら
れた投与群間で比較したところ、被験物質の濃度は大きく異なっていた。また、ラ
ットの血清中からは、被験物質以外の多くの PFCA 類が検出された。 

 

A. 研究目的 
水質事故等による水質基準値超過時の対応

に関する背景として、２つの大きな水質事

故がある。平成 24 (2012) 年 5 月の利根川

水系のホルムアルデヒド前駆物質による水

質事故の際には、給水人口 87 万人の区域で

給水停止に至ったため、市民生活に大きな

影響が生じた。一方、平成 23 (2011) 年 3

月に発生した東京電力福島第一原子力発電

所からの放射性物質の大量放出事故の際に

は、摂取制限を行い、飲用水、乳児用の水

は確保しつつ、給水を継続する措置が講じ

られた。 

水道水は飲用のみならず、家庭では大部



  

分がトイレ、手洗い、調理、洗濯、風呂、

洗浄等に使用されている。また、各種産業

においては、医療施設で使用されている水

道水や空調用水、冷却水、消防用水等の都

市活動に使用されている。水道水が途絶え

ることは、市民の安全と社会活動に深刻な

影響を及ぼすことになる。給水車等による

応急給水でこれらの生活用水をまかなうこ

とは困難であり、断水が市民生活に大きな

影響を及ぼす。このことから、水質事故発

生時などの非常時に市民の安全と利便性を

確保するため、摂取制限による給水継続の

対応を行うことに関する検討を行った。 

海外における水質異常時の対応について

検討する目的で、米国、英国を中心とした

欧州、オーストラリアを対象として、水質

事故事例とその対応について、および水質

異常時の標準対応方法に関する調査を行っ

た。WHO 飲料水水質ガイドラインなどの

文献調査も行った。さらに、水質異常時の

広報対応についての参考とするため、米国

環境保護庁(EPA)が作成した公衆通知ハン

ドブックの翻訳を行い、広報通知の内容に

関する検討を行った。 

経口暴露換算の総潜在用量、割当率およ

び間接飲水量の推定においては、生理学的

薬物動態(PBPK)モデルを用いて吸入、経皮

暴露量を経口暴露時の体内負荷量換算する

新しい暴露量分布推定方法の適用について

検討を行った。現行の飲料水割当率、水道

水質基準値の妥当性を評価し、飲水以外の

水道水由来の暴露量から間接飲水量を算出

することを目的とした。 

過去の厚生労働科学研究において、摂水

量に関するアンケート調査を実施し、生デ

ータに基づいて日本人成人の摂水量につい

て速報値を報告してきた。しかしながら、

速報値として報告してきた「全液体摂取量」

には、清涼飲料水摂取量、アルコール飲料

摂取量や牛乳摂取量などが含まれており、

水道水摂取における健康リスク評価の面か

らは十分に検討されたわけではなかった。

そこで、本研究では、水道水の摂取と水道

水を補完している飲み物を足しあわせたも

のとして潜在的水道水摂取量 (pTWI: 

potential Tap Water Intake)という概念を提案

し、その構成要素および pTWI 分布につい

て推定を行った。 

水道水の安全性を担保するために、水道

汚染物質に関する基準値や目標値が設定さ

れているが、これらの値は、生涯暴露を想

定して設定されているものであることから、

一時的な基準値超過がヒトの健康にどのよ

うな影響を及ぼすか、事故時の汚染物質濃

度や推測される暴露期間などを考慮して毒

性情報を評価していく必要があるだろう。

そこで、本研究では、米国 EPA によって設

定された健康に関する勧告値 (Health 

advisory: HA)を中心に、その設定方法や根

拠について調査を行った。次に、日本の水

質基準項目 19 項目について食品安全委員

会の評価書を基に、亜急性評価値 [Subacute 

Reference Dose; saRfD (mg/kg/day)]を算出し、

短期的な水道水質汚染が生じた際に参考と

すべき水道水中濃度 [参照値 (mg/L)]の算

出を試みた。 

水道水中の農薬に関する複合暴露評価手

法を検討するために、農薬類の中で共通の

作用として最も良く知られているコリンエ

ステラーゼ (ChE)阻害作用に焦点を当て、

複合暴露評価を試みた。本研究では、カル

バメート系農薬及び有機リン系農薬につい

て Hazard index (HI)法及び Relative potency 

factor (RPF)法による評価を行った。 

パーフルオロカルボン酸 (PFCA)類は、環

境中での残留性が高く、ヒト健康への影響



  

が懸念されている。炭素数 12 以上の長鎖

PFCA については、炭素数が長い程毒性は

弱まることが明らかとなっている。我々は、

これまでに、硫酸水素テトラブチルアンモニ

ウムを用いた液-液抽出法による試料調製と逆

相系の LC/MS/MS 法による分離定量を組み

合わせた分析法を開発し、パーフルオロオ

クタデカン酸 (PFOcDA、炭素数 18)を投与

したラットの血清中 PFCA 濃度を測定した。

本研究では、パーフルオロドデカン酸 

(PFDoA、炭素数 12)、パーフルオロテトラ

デカン酸 (PFTeDA、炭素数 14)及びパーフ

ルオロヘキサデカン酸 (PFHxDA、炭素数

16)を投与したラットの血清中 PFCA 濃度

を測定し、長鎖 PFCA 類の毒性強度の違い

の要因について考察した。 

 

B. 研究方法 

1. 突発的水質事故等による水質異常時の

対応と広報に関する調査研究  

突発的水質事故発生時などの非常時に市民

の安全と公衆衛生を確保するため、摂取制

限による給水継続の対応を含めた水質異常

時の対応のあり方に関する検討を行った。

第一に、水質基準に対する水質異常時の対

応について水道法や水道課長通知類などに

よって、現行(平成 25 年度)の対応に関する

整理を行った。次に、給水継続・停止と摂

取制限に関する利点と欠点について整理し

た。また、水質事故時の復旧に係る時間に

ついての検討を行った。 

さらに、水道事業体等の協力を得て次の

報告を受け、内容について検討を行った。

①福島第一原子力発電所事故時における広

報の事例報告、②ホルムアルデヒド生成物

質の流下事故を受けた用水供給事業体の対

応と改善策等についての報告、③クリプト

スポリジウムによる水道水汚染時の対応に

ついて、広報対応を中心に整理、④「摂取

制限等を伴い給水継続を実施」すると仮定

したときの対応に関連して、取水停止・再

開の判断基準、応急給水方法など摂取制限

実施の際の対応、広報、用水供給事業体と

構成市（受水団体）との意思疎通に関する

課題などについて、⑤突発的水質事故事象

に対するマニュアル類の整備と複数マニュ

アルの関連についてなどの検討を行った。 

2. 海外における水質異常時の対応と広報

に関する調査研究 

米国、英国を中心とした欧州全般、オース

トラリアにおける突発的な水質事故や水質

基準超過時などといった水質異常時および

緊急事態における対応について、また事故

対応事例についての調査をおこなった。調

査はインターネット検索による調査、文献

資料の調査、および聞き取り調査によって

実施した。 

また、WHO 飲料水水質ガイドラインに

おける水質異常時や緊急事態対応の考え方

について、ガイドライン文書第 4 版を用い

て整理した。 

さらに、米国 EPA が発行している公衆通

知(Public Notification) ハンドブックの一部

を翻訳し、水質異常発生時の公衆への周知

方法について重要な点を整理した。 

3. 経口暴露換算の総潜在用量、割当率およ

び間接飲水量の推定 

水道水質基準における評価値と水への割当

率を合理的に算出する方法を提案するため、

対象物質について、1) 経口換算の総暴露量

を PBPK モデルにより推定し、2) モンテカ

ルロシミュレーションにより総暴露量分布

を複数経路別に推定した。対象物質の濃度

をある値に仮定したときの、経口換算の吸

入、経皮、経口経由の潜在用量の総和は、

飲水量や食品摂取量、入浴時間の違いなど



  

のシナリオで異なるため、シナリオ作成を

乱数発生させたモンテカルロシミュレーシ

ョンを行い、暴露量の生起確率分布を求め

た。暴露分布の 95％値に相当する暴露量が

TDI(耐容一日摂取量)に一致するような濃

度を、トリハロメタン(THMs) 4 物質とハロ

酢酸(HAAs) 3 物質について算出した。 

また、トリクロロエチレン(TCE)とテト

ラクロロエチレン(PCE)について行った解

析においては、総務省統計局の日本の統計

2014 を用いて 20 歳以上の日本人の体重分

布を作成した。PCE については、エンドポ

イントが肝毒性のため、この分布を用いた

が、TCE は胎児の心臓異常がエンドポイン

トのため、20 ~ 30 歳代の女性を対象に体

重分布を作成した。また、呼吸量、体表面

積は体重からの変換式を用いて計算した。 

さらに、対象物質について、リスク評価

に基づいた、水道水質基準における評価値

と水への割当率と間接飲水量を推定した。 

4. 日本人成人の潜在的水道水摂取量

(pTWI)の推定に関する研究 

過去の厚生労働科学研究にて行われた摂水

量に関するアンケート調査の結果を再検討

し、pTWI 分布を推定した。過去の解析に

おいて、水道水からの水分の摂水量分布を

推定する場合において、十分な検討がなさ

れてきていなかった部分がある。検討すべ

き部分の中でも主要なものとして、(1) 調

理用水のうち水道水由来の摂水量について

の検討、(2) 潜在的な水道水摂水量の定義

についての検討、(3) アンケート調査のサ

ンプルの地域、性別、年代などの偏りを補

正する方法について、がある。本研究では、

これらの内容について検討を行い、pTWI

の統計値と分布の推定を行った。 

5. 水道汚染物質の急性/亜急性評価値に関

する研究 

米国 EPA のホームページや関連文献等を

参考に、急性/亜急性評価値の設定方法等に

ついて調査を行った。次に、日本の水質基

準項目のうち、19 項目について、食品安全

委員会の評価書を参考にして、亜急性暴露

に関する評価値を算出した。なお、本研究

では、亜急性暴露に関する評価値を亜急性

参照用量 (Subacute RfD: saRfD)と呼ぶこと

とした。saRfD は、ヒトがおよそ 1 か月間

暴露した場合を想定し、非発がん影響に関

しては、90 日間暴露試験及び生殖発生毒性

試験から無毒性量 (NOAEL)を求め、不確

実係数 (UF)を適用して saRfD を求めた。信

頼性の高い 90 日間暴露試験がない場合は、

慢性毒性試験の結果を採用した。UF は、

種差 10、個人差 10 の他、NOAEL が求めら

れない場合などは適宜追加の UF を適用し

た。遺伝毒性発がん物質については 1 x 10-4

発がんリスクに相当する暴露レベル及び非

発がん影響に関する saRfD 相当値を求め、

より低い値を saRfD とした。 

最後に、saRfD を用いて、短期的な水

道水質汚染が生じた際に参考とすべき水道

水中濃度 [参照値 (mg/L)]の算出を試みた。

なお、参照値は、EPA の HA の考え方に習

い、割当率を 100％とし、それぞれの項目

について成人と小児を対象とした 2 つの値

を算出した。成人の体重は 50kg、飲水量は

2L/kg とし、小児の体重は 10kg、飲水量は

1L/day とした。saRfD を算出できなかった

項目についても、参照値算出の可能性につ

いて検討した。 

6.複合暴露評価に関する研究 

水質管理目標設定項目の対象農薬のうち、

カルバメート系除草剤/殺虫剤及びチオカ

ルバメート系除草剤、計 13 物質と有機リン

系殺虫剤、殺菌剤及び除草剤計 22 物質を対

象として、主に ChE 阻害作用に関する情報



  

を収集、整理した上で、HI 法及び RPF 法

による評価を行った。各物質の暴露量につ

いては、平成 23 年度及び平成 24 年度の水

道統計データを用いた。 

7. 長鎖パーフルオロカルボン酸類の毒性

発現の違いに関する研究 

PFDoA、PFTeDA及びPFHxDAの反復投与毒

性・生殖発生毒性併合試験で採取した血清サ

ンプル中のPFCA濃度を測定した上で、これ

までに行ったPFOcDAを投与したラットの

血清中PFCA濃度の測定結果も合わせて、長

鎖PFCA類の毒性強度の違いの要因について

考察した。なお、本報告書では、微量の不純物

質を含む被験物質と、不純物を含まない各

PFCAの名称を区別するために、被験物質を

TS-PFDoA、TS-PFTeDA、TS-PFHxDA及び

TS-PFOcDAと呼ぶこととした。さらに、

TS-PFDoA投与群では直鎖PFDoAのことを、

TS-PFTeDA投与群では直鎖PFTeDAのことを、

TS-PFHxDA投与群では直鎖PFHxDA、

TS-PFOcDA投与群では直鎖PFOcDAのことを

それぞれ標的PFCAと呼ぶこととした。 

標準物質および試薬 

PFCA 類： PFDoA、PFTeDA、PFHxDA およ

び PFOcDA は Exfluor Research Corporation

が合成したものを使用した。各 10mg を採り、

アセトンで 10mL とし、各溶液の 1mL をメスフ

ラスコに採り、メタノールで 100 倍に希釈した。

表 1 に示したその他の PFCA 類 (2mg/L メタノ

ール溶液)はウェリントンラボオラトリー社

（PFC-MXA）から購入した。 

サロゲート溶液：パーフルオロオクタン酸の 2

重水素体（PFOA-13C2、ウェリントンラボラトリ

ー製、MPFOA）10mg を採り、メタノールで

10mL とした。その溶液 1mL をメスフラスコに

採り、メタノールで 1000 倍希釈し、1μg/mL の

溶液を調製した。 

0.5M 硫酸水素テトラブチルアンモニウム

(TBAS)溶液：TBAS の試薬特級（和光純薬）

17.0g を採り精製水で 80mL にし、水酸化ナト

リウムで pH10 とした後、全量を 100mL とした。 

0.25M 炭酸ナトリウム：試薬特級（和光純薬）

5.3g を採り、精製水で全量を 200mL にした。 

メチルターシャリーブチルエーテル（MTBE）：

水質試験用（関東化学） 

酢酸アンモニウム：試薬特級（和光純薬） 

精製水：水道水を純水製造装置 Elix UV5（ミ

リポア製）で処理した。 

メタノール：残留農薬試験用（和光純薬） 

アセトニトリル：高速液体クロマトグラフィー用 

窒素ガス 

LC/MS/MS の分析条件 

本実験に用いた LC/MS/MS の LC 部は

Acquity SDS （ウォーターズ製）、MS/MS 部は

Xevo-TQMS（ウォーターズ製）であった。LC

部の分析条件はつぎのとおりであった。カラ

ム：BEH C18 （粒径 1.7μm、 2.1 x 50 mm）、

移動相：A 液 10mM 酢酸アンモニウム－

CH3CN（10:90）、B 液 10ｍM 酢酸アンモニウ

ム。グラジエント分析の条件：A 液 40％で 1 分

間保持し、10分後にA液100％になるようにグ

ラジエントをかけ、15 分まで保持し、15.01 分

から 20 分まで A 液 40％とした。カラム温度：

40℃、試料注入量：5μL。MS/MS 部の分析

条件はつぎのとおりであった。キャピラリー電

圧：1.5kV、イオン源温度：120℃、脱溶媒温

度：350℃、コーンガス：0.15L/hr、脱溶媒ガ

ス：650L/hr、検出器電圧：650V。その他の分

析条件は表 1 に示すとおりであった。 

分岐型 PFCA の測定も行った。逆相系

ODS カラムを用いた場合、それら分岐鎖

PFCA の保持時間は、直鎖 PFCA の保持時間

より若干短くなることが知られている。本研究

においても、各直鎖 PFCA のすぐ手前に、親

イオン>娘イオンが同じ複数のピークが認めら

れた。分岐鎖の標準品は入手できなかったた



  

め、直鎖 PFCs のピーク面積に基づき分岐鎖

PFCA を定量した。 

試験溶液の調製 

血清 200μL を共栓ガラス製スピッツに採り、

サロゲート溶液 1μg/mL をマイクロシリンジで

10μL添加した。ついで、メタノール400μLを

加え、攪はん後 5 分間放置し、除タンパクを行

った。TBAS（pH10）200μL および 0.25M 炭酸

ナトリウム 400μL を添加し、攪はん後 2 分間

放置し、PFCs と TBAS のイオンペアを形成さ

せた。さらに、MTBE 約 2mL を添加し、ミキサ

ーで 1 分間攪はん後、10℃、3500rpm で 10

分間遠心分離し、MTBE 層を共栓ガラス製ス

ピッツに分取した。再度、MTBE 約 2mL をスピ

ッツに加え、ミキサーで 1 分間攪はん後、10℃、

3500rpm で 10 分間遠心分離し、MTBE 層を

分取し、先の MTBE 層と合わせた。MTBE 層

を窒素気流下で乾固し、メタノール 0.2mL を

加え充分に攪はんし、これを試験溶液とした。 

反復投与毒性・生殖発生毒性併合試験で

投与に使用した被験物質内の PFCA 含量を

調べた。被験物質 10mg をアセトン 10ｍL に溶

解したのち、その 1mL を正確にとり、メタノー

ルで 100 倍希釈し、1mg/L 溶液を調製し、

LC/MS/MS で測定した。 

（倫理面への配慮） 

本研究ではラットの血清中濃度の測定法を

検討しているが、実験動物に対する動物愛

護等を配慮して実施した過去の別研究で採

取した試料を用いているので、該当しない。 

 

C. 研究結果 
1. 突発的水質事故等による水質異常時の

対応と広報に関する調査研究  

1) 平成 25 年度時点における水質異常時の

対応についての整理 

水道事業者には、水道法第 15 条第 2 項によ

り、災害その他正当な理由があってやむを

得ない場合等を除き、水道の需要者（利用

者）に対する常時給水義務が課せられてい

る。給水の緊急停止については、水道法第

23 条第１項に「水道事業者は、その供給す

る水が人の健康を害するおそれがあること

を知つたときは、直ちに給水を停止し、か

つ、その水を使用することが危険である旨

を関係者に周知させる措置を講じなければ

ならない。」とされている。 

水質異常時の対応としては、「水質基準に

関する省令の制定及び水道法施行規則の一

部改正等並びに水道水質管理における留意

事項について」（平成 15 年 10 月 10 日健水

発第 1010001 号厚生労働省健康局水道課長

通知）により、病原微生物による汚染の可

能性を直接的に示す項目やシアン及び水銀

については、水質基準を超過したことをも

って水質異常時とみて、基準超過が継続す

ることが見込まれ、人の健康を害する恐れ

がある場合には、直ちに取水及び給水の緊

急停止を講じ、かつ、その旨を関係者に周

知させる措置を講じることとされているが、

ホルムアルデヒドのように長期的な影響を

考慮して基準設定がなされている項目につ

いては、基準値超過が継続すると見込まれ

る場合を水質異常時とみて所要の対応を図

るべきとされている。 

平成 23 年 3 月に発生した東京電力福島

第一原子力発電所からの放射性物質の大量

放出時には、放射性ヨウ素等が原子力安全

委員会の指標等を超過し又は超過するおそ

れが生じたことから、摂取制限を行いなが

ら給水を継続する措置をとった。これは、

原子力安全委員会の指標等が放射性物質に

よる長期影響を考慮して設定されており、

長期間にわたる摂取量と比較して評価すべ

きものであること、生活用水としての利用

には問題はなく、代替となる飲用水の供給



  

が容易に受けられない状況で、水を飲むこ

とができないことによる健康影響が懸念さ

れたこと等を考慮したものである。 

2) 給水継続・停止と摂取制限に関する利

点・欠点 

突発的な水質異常があった場合において、

給水継続（摂取制限あり・なし）あるいは

給水停止などの対応を行う場合の主な利点

と欠点について、表 2 に整理した。また、

水質事故時の復旧にかかる時間について、

いくつかの例においてシミュレーションを

行ったところ、摂取制限による給水を継続

する場合、多くのケースにおいては水質事

故検出から、短ければ数日間、長い場合は

１ヶ月程度、復旧までに時間がかかると推

算された。ただし、給水停止による長期の

断水等の事態が起きた際は、復旧にはさら

に長い時間がかかる場合がある。 

3) 水道事業体からの事例報告 

①東京都水道局による福島第一原子力発電

所事故時における広報については、以下の

通りである。平成 23 年 3 月 23 日午前 10

時すぎ、前日に金町浄水場で採水した浄水

から、乳児の飲料に関する暫定指標を超え

る放射性ヨウ素の検出が確定した。東京都

水道局では直ちに検査結果を知事に報告し、

協議の結果、指標値を超えた水道水がお客

様に届けられるリスクを回避するため、速

やかに公表することになった。午後 2 時頃

に東京都水道局浄水部長と福祉保健局技監

（医師）による共同記者会見にて、23 区及

び多摩地区の一部の地域で乳児の飲用摂取

を控える広報を行った。この会見は生中継

で行われ、放送直後から多くの問い合わせ

が入ることとなり、電話対応は混乱を極め

た。同時期に原子力発電所事故の深刻な状

況が報道され、水道水のほかにも、食品、

大気、土壌等の放射能汚染についての問い

合わせが殺到していたことから、これらの

問い合わせに一括して対応するため、東京

都災害対策本部として複数の部局が共同で

「原発事故による食品の放射能汚染に関す

る都民向け臨時相談窓口」を設置した。顧

客からの問い合わせ内容で多かった内容と

しては、自宅の水道水がどこの浄水場から

来ているのか、妊婦への健康影響、家庭で

の除去方法、があった。また、水道局とし

ては、問い合わせ対応用として、水質専門

職が福祉保健局と協力して健康影響につい

ての Q&A を作成し、お客様センター、営

業所に配布し周知した。その後も東京都水

道局では、この初めての事態に接し、厚生

労働省、東京都福祉保健局、また東京都災

害対策本部を所管する東京都総務局など関

係各所と緊密に連携を取りながら、対応に

当たった。その他、当時の広報の状況につ

いての報告がなされた。 

②平成 24(2012) 年 5 月のホルムアルデヒ

ド生成物質の流下事故においては、用水供

給事業体が取水停止、さらに結果的に送水

停止を余儀なくされ、受水団体が断水せざ

るを得なくなった。当該企業団における流

下事故の主な経過を表 3、ホルムアルデヒ

ド生成能の時間経過を図 1 に示す。また、

図 2 にホルムアルデヒド事故において復旧

までにかかった時間をまとめた。断水の発

生により、水質事故第１報から受水団体が

通常の給水に復帰するまでに 5 日間、新た

な原因物質の流出はなく安全性が確認され

て粉末活性炭処理を終了するまでの事故対

応期間は 25 日間に及び、用水供給事業の給

水停止の影響が広範囲に及ぶことを証明し

た結果となった。さらに給水再開後は受水

団体側において各地で赤水が発生し、受水

団体の給水復帰後も長く影響が残った。 

この事態を受けて、用水供給事業体と受



  

水団体との情報共有が必要と考えられた。

当該事故後には、事故の状況や内容等に応

じた情報の伝達方法を精査して水質事故情

報の基本的な扱いを定めて現在に至ってい

る。水源のリスク対策としては、近傍水道

事業体からの融通、中間調整池の整備、受

水団体と共同の水質事故訓練を継続的に実

施することとした。 

さらに、受水団体に対して事故時の状況

についての聞き取り調査を行い、問題とな

ったと思われる部分、課題などを表 4 に整

理した。当時、対応に苦慮していた受水団

体の姿が浮かび上がった。問題点は、人手

が足りないこと、水道部局以外の組織にも

影響が及ぶこと、広報を含む住民とのコミ

ュニケーションが十分でなかったことの 3

点に集約されると考えられた。 

③クリプトスポリジウムによる水道水汚染

時の対応について、広報対応を中心に整理

を行った。この事例ではクリプトスポリジ

ウムで水道水が汚染され、町民の約７0％に

当たる 8 千人以上が発症したと推定される

健康被害を生じたが、煮沸勧告により給水

が継続された。広報を中心に町、国・県の

対応を以下にまとめる。当初、下痢・腹痛

等の症状で小中学校の児童・生徒が多数欠

席している原因が不明であったことから、

風邪による下痢症と判断され、教育委員会

が注意喚起の広報を保護者に行った。さら

に、町は役場からのお知らせで、下痢・発

熱を伴う風邪風疾患の集団発生と予防策に

ついて戸別に広報した。小中学校の欠席状

況は平成 8 (1996) 年 6月 11 日に最大の 210

名（全児童・生徒の 14.3%）に達した。そ

の後、有症者の検便からクリプトスポリジ

ウム（原虫）が検出され、対策本部を設置

し全町での対応とした。続いて、水道水か

らも原虫が検出し、町は安全宣言が広報さ

れる 7 月 19 日までの約１ヶ月後まで、その

現況と煮沸等対策についての役場からのお

知らせを７回戸別に直接配布し、防災無線

も利用した。この間、国及び県から、県水

（用供）への切替や浄水濁度を 0.1 度以下

にするよう指示がでており、保健所が食品

関係営業者に対する説明会を２回開催して

いる。小中学校の欠席状況は 6 月 20 日に

156 名と再び上昇したが、それ以降は減少

し、7 月 1 日にほぼ平常になった。町は安

全宣言で記者発表を行い、役場からのお知

らせを住民だけではなく店頭用も配布し、

さらに、新聞の折り込みで近隣市町村にも

行った。安全の確認は、県の指示で有症者

の減少ではなく、実際に水道水を検査し、

３回連続で不検出であることを条件とした。

安全宣言後は月１回の町の広報紙で安全確

保に関する決意表明や浄水場の改善状況等

を 12 月まで広報した。 

④「摂取制限を伴う給水継続を実施」を仮

定した場合の対応については以下の通りで

ある。淀川を水源とする用水供給事業体の

例として、まず、取水停止・再開の判断基

準を検討した。これまでの判断基準は「浄

水処理により除去することが困難となった

場合」に取水停止することとしており、具

体性に欠けるものとなっていた。その後、

水安全計画を策定する中で、水質危害の発

生原因を抽出し、管理措置を定めた。この

ことも含め、取水停止の判断基準をより具

体化した取水停止・再開の判断基準を検討

した。検討中の基準を表 5 に示す。取水停

止については、毒物、VOC、油、海水流入、

濁度、病原性微生物・クリプトスポリジウ

ム、かび臭物質の 7 項目について検討中で

ある。また、取水停止・再開の判断フロー

としての検討例を図 3 に示す。取水停止期

間が長期化した場合は、構成市（受水団体）



  

への供給が停止するおそれがある。供給停

止に至ると飲料用水はもとより市民の生活

や都市活動が停滞することとなるため、影

響が非常に大きい。その一方で、前述した

ように水質基準を超える水を供給した場合、

最終的には施設の洗浄や水替えが必要とな

ることで影響時間が長くなる可能性もある

ことから、短期間であれば供給停止を選択

した方が影響時間は短くなることも考えら

れる。取水再開においては、水運用への影

響や影響時間等を考慮しながら判断する必

要がある。影響が長期間に及ぶ場合や構成

市からの取水再開の要請があった場合には、

その都度、取水再開を検討する。また、水

質事故時等の摂取制限実施時には、調整池

等の水を応急給水用水として確保しながら、

生活用水を供給することを考えている。事

業体の応急給水用に確保可能な貯留水量は、

約 50,000m3であり、1 人 1 日 2L とした場

合、構成市の給水人口 250 万人に対して概

ね 10 日分の飲用水の確保が可能である。 

摂取制限方策が行われると仮定した際の

住民への広報については、報道機関に対す

る記者発表、広報誌（月 1 回）、受水団体へ

の周知（用水供給事業体の場合）、メール、

ホームページ、テレビ、広報車、電話、FAX

などが挙げられた。 

応急給水方法に関連して、用水供給事業

体が受水団体（市町）の自己水の占有率を

調査した結果、占有率 20%以下の事業体が

最も多く、自己水での給水可能時間は 4～8

時間の配水所が多いことが一例として示さ

れた。突発的水質事故時等の対応について、

用水供給事業体による検討の結果、受水団

体と平時から情報交換を密に行い、事故発

生時に連携した対応が行えるように体制を

整えることが重要であり、また、未整理事

項については協議・検討を進めることが重

要である。事故発生時の連絡体制を明文化

すること、事故発生時に速やかな対策行動

が可能となるように、実動や机上訓練を合

同で定期的に行うことも重要である。 

上水道事業者の応急給水手法として、広

域避難場所等へ仮設給水層を設置する拠点

給水と重要施設の貯水槽へ応急給水車を使

用する運搬給水の主に 2 通りが計画されて

いること、その他に災害時に自動的に弁が

閉まり、消火用、飲料用水として貯水機能

を持たせた耐震性貯水槽が区域内に 30 箇

所程度設置されていることが紹介された。 

⑤突発的水質事故事象に対するマニュアル

類の整備と複数マニュアルの関連について、

事業体の検討結果を例として報告する。用

水供給事業体における危機管理対応プログ

ラムの例を図 4 に示す。当該事業体では、

平成 6 年度の阪神淡路大震災以降、自然災

害やテロ等への危機管理対策を順次強化し、

事故等対策要綱やマニュアル類を整備して

きた。平成 19 年度に危機管理対策基本計画

を策定し、それに基づき、水安全計画管理

対応マニュアル、危機管理行動マニュアル

等、100 件以上のマニュアルが整備される

こととなった。数が増えることによる混乱

や制定年度の違いによるマニュアル間の整

合性の問題が生じたため、その対応として

マニュアルの体系化を図り、危機管理対応

プログラムとして包括的な運用を平成 24

年度から実施した。体系化にあたっては、

事業体内で処理可能な危機事象と、構成市

水道部局や市民にまで影響を及ぼす危機事

象とのレベル分け、管路事故、設備事故、

水質事故の事故種類の分類を行い、危機事

象のレベルと事故種類に応じ、各種マニュ

アル類の適用のあり方を整理した。図 4 に

示すように、事業体内で処理可能な事象に

ついて、主に管路・設備事故の場合は危機



  

管理行動マニュアル、水質事故の場合は水

安全計画管理対応マニュアルで対応してい

る。また、構成市水道部局や市民にまで影

響を及ぼすような事象となった場合には、

対外的な対応を規定している事故等対策要

綱、事故等対策指令施行要領で対応するこ

ととしている。 

2. 海外における水質異常時の対応と広報

に関する調査研究 

1) 米国の飲料水水質規制の枠組みと水質

異常時の対応状況 

米国では、安全飲料水法(SDWA: Safe 

Drinking Water Act)に基づき飲料水の規制

がなされている。水質に関しては、第 1 種

飲料水規則（公衆の健康に関連する項目）

及び第 2 種飲料水規則（水道の快適性、美

容的影響、腐食性に関連する項目）という

２種類の水質基準が定められている。第 1

種飲料水規則において設定されている最大

許容濃度(MCL)、残留消毒剤最大許容濃度

(MRDL)、あるいは処理技術要件(TT)には法

的拘束力がある。一方、第 2 種飲料水規則

には法的拘束力はない。 

法的拘束力を持つ規則の違反時および異

常事態などの場合には、公衆通知規則 

(Public Notification Rule, 連邦規則集 40 

CFR Part 141 Subpart Q)に基づき広報対応

を取らなければならない。Tier1～3 の 3 段

階があり、段階に応じた対応を取る必要が

ある。Tier 1 は短期暴露により深刻な健康

への悪影響がでる可能性があり緊急性を要

する違反および緊急事態、Tier 2 は Tier 1

ほどの緊急性はないが MCL, MRDL, TT に

関する違反などの場合、Tier 3 は Tier 2 よ

りも軽微な違反の場合でモニタリングや測

定の手続きに関する違反などがこれに当た

る。規則違反および異常事態がどの Tier に

該当するかについては、公衆通知規則にお

いて詳細に定義されている。また、Tier 1

～3 までの 3 段階について、とるべき公衆

通知規則に関する対応およびその期限が定

められている（表 6）。公衆通知規則におい

ては、基準項目毎に潜在的な健康影響等に

関する情報が整理されており (Appendix B 

of 40 CFR 141, Subpart Q)、また、高リスク

となる対象、代替給水を利用する必要性、

消費者が取ることのできる行動（煮沸など）

を示すことが求められている。特に、病院

患者、労働者、ホテル滞在者などに対して

も配慮が求められている。 

公衆への通知以外に必要な行動としては、

Tier 1 と 2 においては、州や地方の飲料水

監督機関(primacy)あるいは EPA と協議し、

取るべき措置（煮沸勧告など）や追加して

行うべき通知内容などについて決定するこ

とが挙げられる。Tier 1 の場合は事態認知

後 24 時間以内に相談しなければならない

が、もし相談できなかった場合でも公衆通

知は 24 時間以内に行わなければならない。

Tier2 の場合は実際的に可能な限り早く相

談することになっている。連邦規則では給

水停止などといった具体的な措置は定めら

れていない。法的拘束力のある基準の施行

の責任は州などに与えられていることから、

特に短期暴露により健康への深刻な悪影響

がでる可能性がある場合については州の監

督機関と協議を行い、ケースバイケースで

対応を決定することが求められている。代

表的な対応として、煮沸勧告、飲用(摂取)

制限、トイレ用水以外使用不可などがある。 

これらの公衆通知規則の内容については、

EPA により改訂公衆通知ハンドブックの形

でまとめられている。本ハンドブックに記

載の情報は、水道事業者による公衆通知の

作成および発行を支援するものである。公

衆通知が必要となる規則違反や異常事態に



  

直面する前に、本ハンドブックの内容を理

解することが必要とされる。本研究におい

ては、このハンドブックを抜粋して翻訳を

行った。 

2) 英国の飲料水水質規制の枠組みと水質

異常時の対応  

英国では、EU 加盟国すべてに適用される

European Drinking Water Directive に準拠し、

The Water Industry Act(1991)において基準

値（Standard）を発効し、水道事業体の責

務と地方水道監査局（Drinking Water 

Inspectorate, DWI)の権限を規定した。現在

は、関連法を The Water Act(2003)に統合し、

主任検査官（Chief Inspector）を任命し、DWI

の権限を拡大している。 

ほとんどの基準は欧州連合飲用水指令

（European Union Drinking Water Directive、

以下 DWD）による規定で、その多くは

WHO の推奨値を元に設定されている。ま

た、DWD に加えてイギリス独自の基準が

存在する。基準の存在する項目すべてをパ

ラメーター（parameter）と称する。規則

（Regulation）により、すべてのパラメータ

ーに基準値、検査頻度、採水位置が規定さ

れている。 

水質基準不適合時の対応は、Water Supply 

(Water Quality) Regulations 2000（水質規則）

で定めている。監督権限は DWI にあり、水

事業者に改善策（処理方法の改善、プロセ

スの追加など）を講じるよう命じることが

できる。改善策を導入するまでの期間は、

たとえ基準を超過したままでも、医学的見

地に基づき短期的な暴露に問題がないと専

門家委員会により判断されば、DWI の権限

で給水を維持する。味や色がおかしいとい

った Indicator 項目で異常が生じた場合も

同様で、改善策導入期間中は、基準を超過

していても給水を継続することができる。

（但し、期間は原則３年以内とされる。） 

水質異常の場合には、給水停止により衛

生環境が悪化する健康リスク等を回避する

ため、状況に応じて、DNU (使用不可), DND 

(飲料・調理への使用不可), BWA (煮沸勧告)

の３つのいずれかの勧告を出し、必要に応

じて代替給水を行い、一般的には、その間

も給水を継続する（表 7）。勧告発表時、水

利用者にいかに迅速かつ確実に周知するか

が重要である。周知方法としては、広報車、

郵便受けへのポスティング、地元テレビ・

ラジオ、ホームページ、電子メールなどを

活用する。非常時に備え、各地の郵便局か

ら給水区域内の全住所に一晩でリーフレッ

トを配布できる体制を平時から整えている。

水質基準超過時に、水質悪化の影響を受け

やすい水利用者には特別な配慮が求められ

る。水道会社は、水質事故時に特別な配慮

を要する契約者（sensitive customer）として、

食品産業、人工透析施設を有する医療機関

や在宅透析患者等のリストを平時に作成し、

非常時の緊急連絡体制を整えている。これ

は主に、水質基準超過の広報不足が原因で

生じた不利益について訴訟等により水道会

社が経済的補償を求められる懸念があるた

めである。一般家庭に対しては、水道会社

は顧客との契約の中で、DNU、DND、BWA

のいずれかの勧告が出されている間は一日

当たり幾らかの料金を払い戻す契約をあら

かじめ結んでいる。 

3) オーストラリアの飲料水水質規制の枠

組みと水質異常時の対応  

オーストラリア連邦政府は、水道水質管理

に関して、オーストラリア飲用水ガイドラ

イン６（最近改定 2016 年 2 月）を公表して

おり、各州はこれを参照して、水道事業者

への規制法を策定している。このガイドラ

インは、清浄な水道水の供給のために衛生



  

担当行政部署や水道事業者の参考となるよ

う最新の科学的根拠に基づく水質管理手法

に関する情報を提供するものであり、WHO

が提唱する水安全計画と同様、HACCP 的

な水質管理手法を取り入れた総合的な水質

管理のガイドラインとなっている。 

オーストラリアの行政機関は、各州の権

限が大きく、連邦の関与は限られている。

水道に関する規定も各州が制定する州法に

より定められており、水道事業者の形態や

規制のありかたも州毎に違いがある。連邦

は、このガイドラインに対する法的な遵守

義務を水道事業者にかけていないが、各州

の法令の中でガイドラインに従うよう規制

をかけたり、順守を認可の条件にしたりす

ること等によって遵守義務が発生している。

ガイドライン値を超過した場合、水道事業

者は、公衆衛生の監督機関に報告し、その

利用者の健康への影響の評価・対応の指示

を受けるなどし、給水の継続などを判断す

べきとされている。 

第３部モニタリングの章では、モニタリ

ング手法だけではなく、モニタリング結果

に対する対応、例えば水質ガイドライン値

超過時の対応等についても記載している。

工程管理モニタリングとして、連続計器に

よる測定や毎日検査による浄水処理の健全

性の評価と対応、飲用水水質検査として、

微生物学的項目、健康関連化学物質及び生

活利用関連の化学物質それぞれについてガ

イドライン値及び結果の評価と対応を記載

している。基本的に工程管理のモニタリン

グによる短期的モニタリング評価を重視し

ており、「検査頻度や結果が出るまでの時

間などから、飲用水水質検査では、安全で

ない水の供給を防ぐことはできず、飲用水

水質検査は工程管理モニタリングに取って

代わることはできない」と明示されている。 

健康影響の評価や対応の根拠としてガイ

ドライン第５部のファクトシートが活用さ

れている。ここでは、各化学物質について

ガイドライン値の設定根拠となったデータ

や健康影響などについて情報を掲載してお

り、ガイドライン値を超過した場合の判断

等に有用な情報が示されている。 

4) WHO 飲料水水質ガイドライン第 4 版に

おける水質異常時および緊急事態におけ

る対応の考え方  

ガイドライン第 4 版における水質異常時お

よび緊急事態における対応の考え方は第 8

章化学的観点の 8.7 化学物質による水質問

題や緊急事態に対応する際の地域活動の特

定、および第 4 章水安全計画の 4.4 管路に

よる給水システムの管理手順、を中心に示

されている。以下に重要なポイントについ

てまとめる。これらの点を考慮にいれなが

ら水質異常時や緊急事態においての対応を

検討すべきである、とガイドラインは示し

ている。 

・推奨されるガイドライン値のほとんどは、

生涯を通しての耐容量に関する暴露レベル

に関係している。ガイドライン値を超えて

も公衆衛生に影響を与えない量や期間とい

うものは、個々の物質によって異なり、適

正な保健行政担当者が受容性の判断をする

必要がある。緊急事態では、公衆衛生官署

が適切な対応について勧告すべきである。 

・化学汚染物質が飲料水供給に混入した場

合、第一の目標は水供給を必要以上に妨げ

ることなく、悪影響を最小限に抑えること

である。いかなる緊急事態においても、担

当者間、特に水供給事業者と衛生官署との

良好なコミュニケーションが重要である。

衛生官署が最終決定をすることが一般的で

あるが、最適な決定を下すためには飲料水

供給およびその性質に対する知識が非常に



  

重要である。 

・化学物質に対して迅速な意思決定が必要

な場合、短期間（たとえば数日間）につい

て飲料水に TDI の 100%を割り当てること

は可能である。発がんリスクから導出され

たガイドライン値に関しては、短期暴露（数

ヶ月から 1 年）においては、ガイドライン

値の 10 倍までの濃度では推定がんリスク

の増加はほんのわずかである。 

・急性参照用量(ARfD)は 24 時間以内の摂

取では消費者に対して感知されるほどの健

康リスクが認められない化学物質の量とし

て定義され、TDI 設定に適用できる化学的

概念のほとんどを同様に ARfD の設定に適

用できる。ARfD の 100%を飲料水に割り当

てることで、健康に基づく値を設定するた

めに使うことができる。ただし、これら短

期暴露による指標を適用する際には、血液

毒性、免疫毒性、急性神経毒性、肝毒性、

腎毒性、内分泌作用、発達影響といった短

期暴露と関連する毒性について注意するこ

とが重要である。また、感受性の高い集団

に対する検討は重要である。 

・水供給が途絶えると、公衆衛生に対する

リスクを伴う。急性の短期暴露に対する健

康に基づく値は、そのような緊急事態に汚

染物質を含んだ水の供給するリスクと水を

供給しないことのリスクのバランスを決定

する際の助けになる。 

・消費者の受容性は、水を飲料または調理

に使うべきか否かについて、消費者への勧

告を決める際の最も重要な要素かもしれな

い。 

・煮沸勧告、水使用禁止勧告は、水供給事

業者は公衆衛生官署とともに手続きを作成

すべきである。手続きは事故が起こる前に

準備し、水安全計画に組み込まれるべきで

ある。事故中に対応を策定することは、意

思決定を複雑にし、意思伝達に障害を来た

し、公衆からの信頼を損なう可能性がある。 

・水安全計画は、予測可能な事態および定

義されない緊急事態の両方に対応する計画

も含めるべきである。 

5) 米国における突発的水質事故への対応

に関する事例研究 

米国のウエストバージニア(WV)州におい

て 2014 年 1 月、4-メチルシクロヘキサンメ

タノール(MCHM)という化学物質の河川へ

の流出事故が起きた事例について、資料と

聞き取りによる調査を行った。約 30 万人の

住民に対して水道水の”Do Not Use” 

(DNU：トイレを流す用途以外には水を使用

しないこと)という指示が出され、州知事と

オバマ大統領による非常事態宣言が発令さ

れるに至った。MCHM には皮膚への刺激性

や甘いにおいがあったことから、皮膚の炎

症、発疹、吐き気などと言った軽い症状で

はあるものの健康被害も起きた事例であっ

た。 

MCHM 流出事故時の DNU 意思決定に至

る過程や事故に関する広報を中心に調査を

行った。この水質事故は大都市ではなく、

給水人口 30 万人の中規模都市地域で起き

た。また、水質規制値に含まれている物質

ではなく、そもそも物性も毒性もよくわか

らない物質であり、意思決定までの猶予も

数時間しかないような状況であった。米国

CDC (疾病予防管理センター)が事故発生翌

日に飲料水勧告値 (Drinking Water 

Advisory)として 1ppm を提案したことから、

毒性自体は特別大きな物質ではなかったと

考えられる。しかしながら、においにより

不快感や吐き気をもたらすことや皮膚への

刺激性があり発疹を引き起こすなど、特徴

のある物質であった。汚染物質の影響を受

けた浄水場では中央ラボを廃止してしまっ



  

ており、集約した外部にあるラボにサンプ

ル分析を依頼しなければならない状態であ

った。この重大水質事故に対する緊急対応

としての特徴は以下のようにまとめること

ができる。 

・事故発生の認識から浄水場に汚染水が流

入するまでの数時間の間に、水道事業体と

州の健康・環境部局（監督機関）が連携し

て、化学物質の物性、毒性、処理性などを

含めた調査をできる範囲で行った。 

・DNU の意思決定は水道事業体と州の監督

機関の協議の上で、州の監督機関によって

決定された。DNU 発表の際には、水道会社

社長、州知事、州国土安全保障局長による

緊急記者会見が行われた。その他広報手段

としては、インターネット、SNS、自動応

答電話システム、郡の緊急警報システム、

ラジオ、テレビの緊急バナーなどであった。

ビラの配布は行わなかった。 

・MCHM を含む流出が疑われた化学物質の

毒性評価は、州からの依頼をうけた CDC/ 

ATSDR（疾病予防管理センター/毒性物質疾

病登録局）が迅速に勧告値として短期暴露

スクリーニング値を評価し公表した。その

際、EPA など他の機関からのレビューも受

けた。訂正およびアップデートがある場合

も公表を行った。妊婦に対して追加勧告を

行った際は住民の混乱を大きくした可能性

があり、州公衆衛生局と共同で FAQ を作成

し、追加の広報を行った。 

事故当時の住民の対応について、WV 州

保健福祉部公衆衛生局の協力を元に CDC

は CASPER 調査（公衆衛生に関する緊急事

態対応のためのコミュニティ評価）を行っ

た。この調査は事故約 3 ヶ月後の 2014 年 4

月 8～10 日に行われ、7 月 7 日付けで報告

書が公表された。調査は訪問によるインタ

ビュー調査で行われ、調査軒数は 171 件で

あった。調査結果の一部は次の通りである。 

DNU 発令などをいつ、どのような伝達方

法で知ったのかについては、約 66%が DNU

発令当日に情報を得ており、その情報源は

テレビ(53%)、直接会話(14%)、携帯電話で

の通話(10%)、固定電話(7%)などであった。 

米国では非常事態に備えて、飲料、調理

および公衆衛生用の水（代替水）として最

低 1 人 1 日 1 ガロン(3.8L)を 3 日分備蓄し

ておくべきとされている。本調査において、

上記の量の代替水を備蓄していた世帯は約

25%であった。とはいえ、代替水の入手を

試みた家庭の 84%が入手を試みた当日に代

替水を入手できていた。 

健康影響については、22%の世帯におい

て、世帯内の誰かが流出事故によるものと

思われる健康影響があったと回答した。こ

の 39 世帯の半分強(22 世帯)は、特に診療所

には行っていない。その理由の多く(15 世

帯)は治療を受けるほど深刻な症状ではな

かったためということであった。 

水の使用状況について、DNU 発令中およ

び DNU 解除以降に対象水道水を使用した

かどうか、という質問がされている。回答

を図 5 に示す。DNU 発令中でも 37%の世帯

で水道水を使用していた。DNU 解除後から

1 月末までの間の使用率は 67%で、おそら

く臭いが残っていることもあり使用率の回

復が遅かったと思われる。4 月上旬の時点

では 98.3%の家庭で水道水を使用していた。

また、図 6 にそれぞれの期間に「水道水を

使用していた人」が使用した用途を示して

いる。DNU 発令中はシャワー/水浴が

(80.1%)、手洗い(45.9%)、洗濯 (37.7％)など

と皮膚および吸入暴露を受けたことが考え

られる。さらに、調理 (26.9%)や飲用 

(26.6%)にも使用されていた。 

6) 欧州における水質事故への対応に関す



  

る事例研究 

欧州においては、大きな事故として 1986

年にバーゼル市で発生した薬品倉庫火災に

よるライン川の汚染がある。しかしながら、

それ以外にライン川沿いのドイツ、オラン

ダに着目して水質事故事例の調査を行った

が、水道分野で対応を要した具体的事例は

見当たらなかった。オランダでは水道原水

の多くは地下水系で、地表水は全体のわず

か 16％（2008 年）である。またドイツでは

地表水の多くはバンクフィルトレーション

もしくは浸透濾過の後に取水しているため、

水質が平準化され、突発的な水源汚染に対

するバッファー機能を有している。以上よ

り、オランダ、ドイツは水源の突発的汚染

による給水停止や利用制限はそもそも生じ

にくいことが示唆された。 

一方、英国においては 1988 年のキャメル

フォード市の浄水場において大きな事故事

例があった。これは、凝集剤の硫酸アルミ

ニウム 20 トンを輸送トラック運転手が配

水池に誤投入した。基準値の 3000 倍を超す

620mg/L ものアルミニウムを含む水道水が

給水され、居住者 2 万人と非居住者 1 万人

に影響したものである。このとき、水道会

社 SWWA は事故後 2 日で薬品の誤投入を

疑い、6 日後には事実を確認していた。し

かし事故 16 日後まで事実を公表せず、誤投

入した運転手に口止めまでしていた。事態

を把握していたにもかかわらず、給水停止

や異常周知を怠ったとして大規模な裁判に

発展し、SWWA は罰金と住民補償に莫大な

支払いを余儀なくされた。当該地区には、

未だに事故水を飲んで健康被害を受けたと

信じている住民が多数おり、事故の影響は

深刻かつ長期にわたっている。人為的な原

因による水道水質事故では、水質事故発生

そのものよりも事故発生後の対応がその後

の事態を大きく左右することが示された。 

3. 経口暴露換算の総潜在用量、割当率およ

び間接飲水量の推定 

THMs について、現行の水道水質基準値、

および本研究で推定した総暴露量分布の

95%値が TDI と一致する濃度は、それぞれ

次のようになった。クロロホルム：60µg/L

と 114µg/L、ブロモジクロロメタン：30µg/L

と 52µg/L、ジブロモクロロメタン：100µg/L

と 138µg/L、ブロモホルム 90µg/Lと179µg/L。

これらの評価から、現行の水質基準値は水

道水由来の高暴露を考慮したとしても TDI

を上回ることはなく健康影響が懸念されな

いことが示された。暴露量分布の 95%（高

暴露群）と中央値（中暴露群）の暴露量の

違いは、飲水量の違いにも関係しているが、

違いの多くは吸入暴露に関係している。高

暴露群と中暴露群では、暴露濃度が異なっ

ているためであり、高暴露群では換気など

が不十分なため室内空気の濃度が高いこと

が推測された。また、間接飲水量に対する

経皮暴露の寄与は低いと推定された。 

HAAs についても同様に、高暴露群の暴

露量がTDIを下回るような濃度の最大値を

求めると、モノクロロ酢酸は 25.6µg/L、ジ

クロロ酢酸は 118 µg/L、トリクロロ酢酸は

65.5 µg/L であった。これらの値はそれぞれ、

現行の水道水質基準値または新基準値案の

値よりも高かった。高暴露群では TDI の 43

から 70 %、中暴露群でも TDI の 25 から

35 %が食品摂取経由の水道水由来であっ

た。すなわち、水道水を使い調理された食

品の摂取が HAAs の大きな暴露源になって

いることを示唆している。吸入や経皮暴露

は大きな暴露源になってはいなかった。 

PCE については、現行の水道水質基準値

である 10 µg/L よりも高い濃度の 70.4 g/L

のとき、総暴露量分布の 95％値が TDI の



  

14 g/(kg d)であった。このとき、総暴露量

分布の中央値は 5.9 g/(kg d)であり、TDI

の約 2/5 であった。図 7 は、暴露量分布の

95％値（高暴露群）と中央値（中暴露群）

がそれぞれどのような経路の暴露源から構

成されているかに関する暴露シナリオを示

している。中暴露群では、直接飲水からの

暴露量はTDIの 13.2%、高暴露群では 14.7%

であった。これら 13.2%と 14.7%は飲水量

1.3 と 1.5 L/day に起因している。2 L/day

の飲水量は 2.8 g/(kg day)の暴露を生むこ

とになり、TDI の 20.2%を占める。TCE に

ついては、現行の水道水質基準値である 10 

µg/L よりも低い濃度の 3.1 g/L のとき、総

暴露量分布の95％値がTDIの1.46 g/(kg d)

であった。このとき、総暴露量分布の中央

値は 0.69 g/(kg d)であり、TDI の約 2/5 で

あった。図 8 は、95％値(高暴露群)と中央

値(中暴露群)の暴露シナリオを示している。

中暴露群では、直接飲水からの暴露量は

TDI の 6.2%、高暴露群では 6.5%であった。

これら 6.2%と 6.5%は飲水量 1.4 と 1.5 

L/day に起因している。2 L/day の飲水量は

0.13 g/(kg day)の暴露を生むことになり、

TDI の 8.6%を占める。また、現行の水道水

質基準値である 10 µg/L のとき、TDI を超

える暴露量となる確率が 54 %と計算され

た。 

4. 日本人成人の潜在的水道水摂取量

(pTWI)の推定に関する研究 

研究方法の項目において示した、３つの項

目について検討した結果を以下に示す。 

1) 調理用水のうち水道水由来の摂水量に

ついて 

これまで報告してきた速報値においては、

調理用水については「スープ」として、い

わゆる液体物（実際の摂取量）のみを考慮

してきた。アンケート調査においては、ご

飯の摂取量 (g/day)も聞いていることから、

水道水由来でご飯に含まれる水分について

計算を行った。ご飯の摂取量から水道水由

来でご飯に含まれる水分としては、日本食

品標準成分表(2010)より穀物の精白米にお

ける水分が可食部 100g あたり 15.5g、めし

の精白米における水分は同 60.0g とされて

いることから、ご飯 100g あたりに含まれる

水道水の量を 52.7g と設定し、個人のご飯

摂取量を掛け合わせることにより、ご飯由

来の水道水摂取量を計算した。 

2) 潜在的な水道水摂水量の定義について

の検討 

速報値の報告では、「清涼飲料水類」という

分類において「清涼飲料水（ジュースなど）」、

「牛乳」、「アルコール飲料」、「その他飲料」

の項目を全て合算し、潜在的な飲料水とし

て考慮してきた。本研究では、その妥当性

について検討を行った。それぞれの項目を

分離して、水道水やボトル水との相関分析

を行うことで、各項目の摂取量が水道水摂

取量と補完関係にあるかどうかを調べた。

その結果、水道水直接摂取量とボトル水、

および清涼飲料水の間に有意な負の相関が

見られた。このことから、水道水直接摂取

量とボトル水、清涼飲料水は補完の関係に

あることが示された。一方、牛乳、アルコ

ール飲料、その他飲料については、有意な

正の相関あるいは無相関が見られた。例外

として、冬における水道水直接摂取量とア

ルコール飲料との間に負相関 (Kendall の

順位相関係数τ= -0.066, p<0.01)が示され

たが、1) 夏には有意な負相関が見られない

（τ= -0.014, p=0.48）こと、2) 水道水直接

摂取とボトル水とをあわせた摂水量とアル

コール飲料の間には有意な負相関が見られ

ない (τ= -0.04, p=0.06)ことから、アルコー

ル飲料は pTWI には含まれないとした。 



  

以上の検討により、潜在的水道水摂取量

（pTWI）を「水道水直接摂取」＋「ボトル

水」＋「清涼飲料水（ソフトドリンク類）」

＋「水道水間接摂取（スープとご飯中から

摂取する水道水）」として定義した。 

3) アンケート調査のサンプルの地域、性別、

年代などの偏りを補正する方法 

アンケート調査においては調査期間中の平

日（勤務日）2 日、休日（非勤務日）1 日の

計 3 日間における摂水量を調査したが、速

報値では平日 1 日目の値を中心に報告をし

た。そこで、平日を 5 日間、休日を 2 日間

となるように重み付けをして、個人の一日

摂水量（週平均値）となるように補正を行

った。また、人口学的なサンプル数の偏り

について、2010 年国際調査に基づいて、各

地域、性別、年齢区分の人口比率でアンケ

ート調査のサンプルの重み付けを行った。

各要素の人口を対応する要素で収集したサ

ンプル数（冬、夏）で除することにより補

正を行った。 

4) 補正を考慮した pTWI 推定結果 

補正後の pTWIと pTWIを構成する各要素、

および pTWI を構成しない要素の摂取量に

ついて、表 8（冬）、表 9 (夏)に示す。また、

補正後の pTWI とその構成要素に関する箱

ひげ図を図 9 に示す。補正を行った後の

pTWI (mL/日)は、以下の通りであった。 

冬：平均値 1548 mL, 中央値 1452 mL, 90%

値 2333 mL, 95%値 2637mL 

夏：平均値 1758 mL, 中央値 1641 mL, 90%

値 2672 mL, 95%値 3122mL 

5. 水道汚染物質の急性/亜急性評価値に関

する研究 

1) 米国における急性/亜急性評価値に関す

る調査結果 

米国 EPA では、Drinking Water Health 

Advisory (HA) Program において、飲料水汚

染物質の環境特性、健康影響、分析手法や

処理技術に関する情報を提供しており、そ

の中で、いくつかの特定の暴露期間につい

て有害な健康影響が起こらないと予測され

る濃度を設定している (表 10)。その濃度は

Health Advisory (HA)とよばれ、法的な強制

力はないものの、突発的な流出や汚染が起

きた際に、公衆の健康を守るために、連邦

政府、州そして地方政府の当局者や公共用

水システムの管理者を支援するための非公

式なテクニカルガイダンスとして機能して

いる。 

HA (mg/L)は下記の式で算出される。対象

集団や割当率は表 10 に示した通りである。 

 

N[L]OAEL (mg/kg/day) x 体重 (kg) 

不確実係数 x 飲水量 (L/day) 

 

HA のうち、急性/亜急性評価値に相当す

る One-day/Ten-day HA は、体重あたりの飲

水量の最も大きい、小児 (およそ 1 歳)を対

象とし、体重を 10 kg、飲水量を 1L/kg とし

て値が算出されている。また、慢性評価値

とは異なり、割当率を 100％としているこ

とも大きな特徴といえる。 

2) saRfD 及び参照値の提案 

算出した saRfD 及び参照値を表 11 及び 12

にまとめた。各項目について算出法を以下

に示す。 

① 亜硝酸態窒素 

基準値はラットを用いた 13 週間飲水投与

試験の結果を基に求められている。NOAEL

の根拠である副腎皮質球状帯の肥大は自然

発生性の変化であり、より長期の試験では

観察されていないことから、追加の UF は

適用されていない。従って、saRfD は TDI 

(15 μg/kg/day)と同じ値とすることが適当と

考えられる。成人及び小児を対象とした参

x 割当率(%) 



  

照値は 0.4 mg/L 及び 0.2mg/L と算出された。 

② シアン化物イオン及び塩化シアン 

B6C3F1マウスにシアン化ナトリウムを 13

週間飲水投与した結果、300 ppm 投与群の

雌に体重減少、同投与群の雄には左精巣上

体及び精巣上体尾部の絶対重量の低下が認

められたことが報告されている。NOAEL

は 100 ppm (シアンイオンとして 8.6 

mg/kg/day)と判断された。F344/N ラットを

用いたシアン化ナトリウムの 13 週間飲水

投与試験では、300 ppm 投与群の雄に尿量

の減少及び尿比重の増加が認められた。さ

らに、雄では、300 ppm 投与群において、

左精巣上体及び精巣の絶対重量の低下や精

巣あたりの精子数の減少がみられ、NOAEL

は 100 ppm (シアンイオンとして 4.5 

mg/kg/day)と考えられる。 

ヒトにおけるシアン化物の平均致死

量は 1.52 mg/kg であり、呼吸困難、消化器

障害、振戦、昏睡、代謝性アシドーシス等

の急性症状が報告されている摂取量は

0.57~229 mg/kg (シアンイオンとして)であ

る。上述のラットの 13 週間試験から求めら

れた NOAEL 4.5 mg/kg/day を UF100 で割る

と、45 μg/kg/day となるが、ヒトにおける

急性毒性用量を考慮すると、この値をシア

ン化物イオン及び塩化シアンの saRfD とす

ることは適切ではないと考えられる。 

③ホウ素及びその化合物 

ラットを用いた発生毒性試験を基に基準値

が設定されており、この試験の結果をもと

に saRfD を算出することが適切と考えられ

る。この試験では、SD ラットの妊娠 0～20

日にホウ酸を混餌投与した結果、12.9 mg 

B/kg/day 以上の投与群で、胎児の体重減少

と第 13 肋骨の短縮及び波状肋骨の発生頻

度の増加がみられ、NOAEL は 9.6 mg 

B/kg/day と判断された。この値に、UF100

を適用し、saRfD は 96 ug/kg/day と算出さ

れた。成人を対象とした参照値は、2 mg/L

と算出された。 

発生毒性試験で観察された胎児への

影響は小児期の一時的な暴露では起こりえ

ない変化であることから、上記の saRfD か

ら小児を対象とした参照値を算出すること

は不適切と考えられた。発生毒性に次いで

低い用量で観察された変化は精巣の変化で

あった。精巣毒性に関して最も低い

NOAEL はビーグル犬を用いた 90 日間混餌

投与試験の結果から求められた 3.9 

mg/kg/day であったが、この試験では用量

間隔が広く、LOAEL は 30.4 mg/kg/day であ

った。ビーグル犬を用いた 2 年間の混餌投

与試験では、最高用量である 8.8 mg/kg/day

投与群でも毒性が認められておらず、ホウ

素の精巣毒性に関しては適切な POD が求

められていない。従って、現時点では小児

を対象としたホウ素の参照値は基準値と同

じ 1 mg/L とすることが適切と考えられる。 

④ 四塩化炭素 

雄の SDラットに 12週間 (週 5日)強制経口

投与した試験 (溶媒：コーンオイル)では、

33 mg/kg 投与群において、SDH、GPT、OCT

等の血清酵素の増加や肝臓の病理組織学的

変化が見られたことが報告されている。こ

の試験では、10 mg/kg 投与群においても、

SDH 及び GPT の増加がみられ、肝臓では

軽度の小葉中心空胞変性が観察された。1 

mg/kg (0.71 mg/kg/day)投与群では有害な影

響は観察されなかった。 

その他に、CD-1 マウス(雌雄)を用いた

2種の 90日間強制経口投与試験の報告があ

る。12 ~ 1200 mg/kg/day の用量で連続投与

した試験では、すべての投与群で肝臓の病

理組織学的変化や血清酵素の増加などが認

められた。1.2 ~ 120 mg/kg の四塩化炭素を



  

コーンオイルもしくは 1%polysorbate60 水

懸濁液に溶解させ、週 5 日投与した試験で

は、コーンオイルを溶媒とした、12 mg/kg

以上の投与群及び 1%polysorbate60 水懸濁

液を溶媒とした、120 mg/kg 投与群で血清

中 ALT、AST 及び LDH 活性が増加し、壊

死や脂肪変性などの肝細胞の変化が観察さ

れた。NOAEL は 1.2 mg/kg (0.86 mg/kg/day)

と判断された。 

最も低い NOAEL 0.71 mg/kg/day を

UF100 で割り、saRfD は 7.1 μg/kg/day、こ

の値から、成人及び小児を対象とした参照

値はそれぞれ 0.2 mg/L 及び 0.07 mg/L と算

出された。 

⑤ 1,4-ジオキサン 

ラット及びマウスの飲水投与試験において、

肝細胞腺腫及びがんの発生率が増加したこ

とが報告されている。1,4-ジオキサンは弱

い遺伝毒性しか示さないが、多臓器腫瘍を

誘発することから、その基準値はラットの

104 週間飲水投与試験で観察された肝細胞

腫瘍の増加に基づき閾値なしのアプローチ

により算定された (VSD 0.054 mg/L)。 

亜急性毒性に関しては、SD ラットの

雄に 11 週間飲水投与した結果、1000 

mg/kg/day 投与群で肝臓の相対重量の増加

及び肝臓病変が認められたことが報告され

ている。これらの変化は 10 mg/kg/day 投与

群では認められなかった。また、F344 ラッ

トの 13 週間飲水投与試験では、1600 ppm 

(150～200 mg/kg/day)以上の投与群で鼻腔

の呼吸上皮細胞の核肥大が増加し、肝細胞

腫脹が観察された。さらに、4000 ppm 以上

の投与群では、鼻腔嗅上皮細胞核肥大が増

加した。NOAEL は 640 ppm (60 mg/kg/day)

と考えられる。Crj:BDF1 マウスの 13 週間

飲水投与試験では、1600 ppm (410 

mg/kg/day)以上の投与群で気管支上皮細胞

の核肥大が観察され、さらに 4000 ppm 以

上の投与群では肝細胞腫脹が認められた。

NOAEL は 640 ppm (170 mg/kg/day)と考え

られる。 

SD ラットの妊娠 6～15 日に強制経口

投与した試験では、1033 mg/kg/day 投与群

で、摂餌量低下等の母動物への影響がみら

れ、胎児の体重減少及び胸骨分節の骨化遅

延が観察された。NOAEL は 516 mg/kg/day

と考えられる。 

1,4-ジオキサンの saRfD は、上述の 104

週間飲水投与試験の結果から、22 μg/kg/day 

(リスクレベル 1ｘ10-4相当値: 0.54 mg/L)、

成人及び小児を対象とした参照値はそれぞ

れ 0.5 mg/L 及び 0.2 mg/L と算出された。 

⑥ シス-1,2-ジクロロエチレン及びトラン

ス-1,2-ジクロロエチレン 

シス体に関しては、SD ラットを用いた 90

日間強制経口投与試験、トランス体に関し

ては、Sprague-Dawley ラット及び CD-1 マ

ウスを用いた 90 日間飲水投与試験及び

F344/N ラット及びB6C3F1 マウスを用いた

14 週間混餌投与試験の報告がある。トラン

ス体は、シス体よりも低用量で毒性を示し、

また、1,2-ジクロロエチレンの毒性に対す

るマウスの感受性は、ラットよりも高いこ

とが知られていることから、基準値と同様

にトランス体に関するマウスの反復投与試

験をもとに saRfD を求めることとした。 

14 週間混餌投与試験では、1830 

mg/kg/day 以上の投与群で体重への影響が

認められたものの、その他に変化は見られ

ず、NOAEL は 915 mg/kg/day と考えられた。

一方、90 日間飲水投与試験では、用量相関

性は明確ではないものの、175 mg/kg/day 以

上の投与群の雄で、血清 ALP 活性が有意に

増加し、NOAEL は 17 mg/kg/day と判断さ

れた。 



  

最も低い NOAEL 17 mg/kg/day を

UF100 で割り、saRfD は 170 μg/kg/day、成

人及び小児を対象とした参照値はそれぞれ

4 mg/L 及び 2 mg/L と算出された。 

⑦ ジクロロメタン 

B6C3F1 マウス及び F344 ラットを用いた 3

か月間飲水投与試験が報告されている。マ

ウスでは、586 mg/kg/day 以上の投与群で肝

臓に脂肪変性が観察され、NOAEL は 226 

mg/kg/day と判断された。一方、ラットで

は、166 mg/kg/day 以上のすべての投与群で、

肝細胞空胞形成、ALT 上昇、尿 pH の低下

などが認められ、NOAEL は求められなか

った。最低用量群では、10/15 例の雄及び

13/15 例の雌で肝細胞空胞化が見られてお

り、この値を POD とするのは不適切と考え

られたことから、慢性毒性試験を基に

saRfD を設定することとした。 

B6C3F1 マウスの 104 週間飲水投与試

験では、234-238 mg/kg/day 投与群で肝細胞

の脂肪変性が認められ、NOAEL は 172-177 

mg/kg/day と判断された。F344 ラットを用

いた 104 週間飲水投与試験では、52-58 

mg/kg/day 以上の投与群で赤血球数及びヘ

モグロビン濃度の増加がみられ、肝臓では

変異肝細胞巣が観察されたことから、

NOAEL は 6 mg/kg/day と考えられた。この

NOAEL 6 mg/kg/dayをUF100で割り、saRfD

は 60 μg/kg/day、成人及び小児を対象とし

た参照値は 2 mg/L 及び 0.6 mg/L と算出さ

れた。 

⑧トリクロロエチレン 

基準値は、ラットの生殖発生毒性試験の結

果を基に求められており、この試験の結果

を基に saRfD を求めることが適切と考えら

れる。この試験では、ラットの交配前 2 か

月間及び妊娠期間中(20 日間)に飲水投与し

た結果、母動物への毒性影響は認められな

かったが、0.18 mg/kg/day 以上の投与群で、

胎児の心臓欠陥が増加した。このデータか

ら求められたベンチマークドーズの 95％

信頼限界下限値(BMDL10) 0.146 mg/kg/day

に UF100 を適用し、saRfD は 1.46 ug/kg/day

と算出された。 

生殖/発生毒性試験で観察された変化

は小児期の一時的な暴露では起こりえない

変化であることから、saRfD に小児の体重

及び飲水量を適用することは不適切と考え

られた。トリクロロエチレンの亜急性毒性

に関しては、ラット及びマウスに 6 週間か

ら 6 ヶ月間経口投与した試験の報告があり、

肝臓や腎臓への影響が報告されているが、

これらの試験は検査項目もしくは投与期間

が不十分と考えられた。トリクロロエチレ

ンは、げっ歯類の肝臓や腎臓に腫瘍性病変

を引き起こすことが報告されており、トリ

クロロエチレンの発がん性には遺伝毒性が

関与している可能性は否定できない。従っ

て、マウスを用いた 78 週間経口投与試験で

観察された肝がんの発がんユニットリスク 

(8.3 x10-3/(mg/kg/day))からもとめた 1 x 10-4 

リスクレベル (12 μg/kg/day)をもとに小児

に対する参照値を求めることが適切と考え

られた。トリクロロエチレンの基準値は、

入浴時の吸入及び経皮暴露を考慮して水由

来暴露量を 5L/day として算出されている

ことから、参照値についても成人の水由来

暴露量は 5L/day とし、小児の水由来暴露量

は 2.5L/day と仮定して算出した結果、小児

及び成人を対象とした参照値はそれぞれ

0.05 mg/L 及び 0.01 mg/L となった。 

⑨ ベンゼン 

ヒトに対して発がん性を示すことが明らか

となっており、その発生メカニズムには遺

伝毒性が関与すると考えられている。ベン

ゼンの基準値は、職業暴露に関する疫学研



  

究における白血病データを基に算出された

VSD 0.4 μg/kg/day から求められている。 

ベンゼンの亜急性毒性に関しては以

下のデータが報告されている。B6C3F1 マ

ウスの 17 週間強制経口投与試験では、35.7 

mg/kg/day 以上の投与群で白血球及びリン

パ球の減少がみられ、NOAEL は 17.9 

mg/kg/day と考えられた。F344 ラットの 17

週間強制経口投与試験では、すべての投与

群 (最低用量: 17.9 mg/kg/day)で白血球及び

リンパ球の減少が認められた。 

発生毒性に関しては、Sprague-Dawley

ラットの妊娠 6-15 日に強制経口投与した

試験において、500 mg/kg/day 以上の母毒性

用量において胎児体重の低下が認められた。 

亜急性毒性に関して最も低い LOAEL 

17.9 mg/kg/day に UF 1000 を適用すると 18 

μg/kg/day となるが、発がん性の 1 x 10 -4 リ

スク相当値 (4.0 μg/kg/day)の方がより低い

値となるため、saRfD は 4.0 μg/kg/day とな

った。saRfD から、成人及び小児を対象と

した参照値はそれぞれ 0.1 mg/L 及び 0.04 

mg/L と算出された。 

⑩ 塩素酸 

基準値は、ラットを用いた 90 日間飲水投与

試験の結果をもとに算出されている。この

試験結果を基に saRfD を算出することが適

切と考えられた。この試験では、

Sprague-Dawley ラットに塩素酸ナトリウム

を 3 か月間飲水投与した結果、510-800 

mg/kg/day 投与群で著しい体重増加抑制が

認められ、ヘマトクリット値、赤血球及び

白血球数の減少、腎臓、肝臓、副腎、胸腺

等の相対重量や脳下垂体前葉細胞の細胞質

の空胞化が観察された。100-164 mg/kg/day

以上の投与群では、甲状腺のコロイド枯渇

が増加した。この試験の結果から求められ

たNOAEL 30 mg/kg/dayにUF100を適用し、

saRfD は 300 μg/kg/day、成人及び小児を対

象とした参照値はそれぞれ 8 mg/L 及び 3 

mg/L と算出された。 

⑪クロロ酢酸 

B6C3F1 マウスの 13 週間強制経口投与試験

では、200 mg/kg/day 投与群で死亡率の増加、

体重減少、肝細胞の空胞変性などが認めら

れた。さらに、150 mg/kg/day 以上の投与群

において、コリンエステラーゼ値の減少が

みられ、NOAEL は 100 mg/kg/day と判断さ

れた。F344 ラットの 13 週間強制経口投与

試験では、42.9 mg/kg/day 以上の投与群で、

死亡率の増加、心臓の単核性炎症細胞の集

積及び筋原線維の変性、ALT 及び AST の増

加等が認みられ、21.4 mg/kg/day 以上のす

べての投与群で血清コリンエステラーゼ活

性の低下が認められた。SD ラットを用い

たクロロ酢酸ナトリウムの 90 日間強制経

口投与試験では、60 mg/kg/day 投与群にお

いて、慢性腎症や脾臓の色素沈着の増加が

観察され、最低用量群においても血中クレ

アチニン、ALP、BUN の増加などが認めら

れた。この試験の最小毒性量 (LOAEL)は

15 mg/kg/day (クロロ酢酸として 12 

mg/kg/day)と考えられる。 

最も低い LOAEL 12 mg/kg/day を用い

て saRfD を算出した。この LOAEL 12 

mg/kg/day で観察された変化は軽微かつ病

理組織学変化や臓器重量の変化を伴うもの

ではないことから、UF は 300 とすること

が適切と考えられる。従って、saRfD は 40 

μg/kg/day となり、この値から成人及び小児

を対象とした参照値はそれぞれ 1 mg/L 及

び 0.4 mg/L と算出された。 

⑫クロロホルム 

雄の B6C3F1 マウスに 4 日間強制経口投与

した試験では、34 mg/kg/day 以上のすべて

の投与群で肝細胞腫大、空胞化や尿細管壊



  

死などが観察された。3 週間(週 5 日)強制経

口投与した試験では、64 mg/kg/day 以上の

投与群で同様の変化が認められたものの、

24 mg/kg/day 投与群では毒性影響は見られ

なかった。雌の B6C3F1 マウスに 4 日間ま

たは 3 週間(週 5 日)強制経口投与した試験

では、24-34 mg/kg/day 以上の投与群で肝細

胞の好酸性増加や空胞変性が観察されたが、

7.1-10 mg/kg/day 投与群では毒性影響は見

られなかった。雌の B6C3F1 マウスに 4 日

間飲水投与した試験では、54 mg/kg/day 以

上の投与群で肝細胞の好酸性増加がみられ

たが、26 mg/kg/day 以下の投与群では肝臓

の病理変化は見られなかった。雌の

B6C3F1 マウスに 16～329 mg/kg/day の用量

で 3 週間飲水投与した試験では肝臓の病理

変化は見られなかった。CD-1 マウス (雌

雄)の 90 日間強制経口投与試験では、50 

mg/kg/day 以上のすべての投与群で肝臓重

量の増加、125 mg/kg/day 以上の投与群で肝

ミクロソーム活性低下及びヘキソバルビタ

ール誘起麻酔時間増加、250 mg/kg/day 投与

群で血中グルコース増加、体液性もしくは

細胞性免疫の低下が見られた。 

雌の F344 ラットに 4 日間または 3 週

間(週 5日)強制経口投与した試験では 24-34 

mg/kg/day 以上の投与群で嗅粘膜の病変、

71-100 mg/kg/day 以上の投与群で肝臓の退

行性変化、肝細胞増殖増加及び尿細管上皮

細胞の再生性増殖の増加、143-200 

mg/kg/day 以上の投与群で腎皮質尿細管の

変性及び壊死が観察された。雄の F344 ラ

ットに 4 日間強制経口投与した試験では、

34 mg/kg/day 以上の投与群で、腎尿細管の

変性および肝臓の類洞内への白血球停滞、

90 mg/kg/day 以上の投与群で、肝細胞中心

部の退色及び壊死等が認められた。10 

mg/kg/day 投与群では毒性影響は見られな

かった。雄の F344 ラットに 3 週間(週 5 日)

強制経口投与した試験では、129 mg/kg/day

投与群で腎尿細管の変性、肝細胞の単細胞

壊死、好酸性化、空胞変性等が認められた

が、64 mg/kg/day 以下の投与群ではこれら

の変化はみとめられなかった。 

CD-1 マウスに強制経口投与した連

続繁殖試験では、41.2 mg/kg/day 投与群で

F1 雌動物に肝毒性を示唆する病理組織学

的変化が観察されたが、15.9 mg/kg/day 投

与群では毒性所見は見られなかった。受胎

能または生殖に関する有意な影響は見られ

なかった。 

最も低い NOAEL は雌マウスに 3 週間

経口投与した試験から得られた 7.1 

mg/kg/day である。この値に UF100 を適用

し、saRfD は 71 μg/kg/day、成人及び小児を

対象とした参照値は 2 mg/L 及び 0.7 mg/L

と算出された。 

⑬ジクロロ酢酸 

ジクロロ酢酸の基準値は、2013 年の食品安

全委員会の評価結果に基づき、0.04 mg/L か

ら 0.03 mg/L に強化された (平成 27 年 4 月

1 日施行)。食品安全委員会の評価の概要は

以下のとおりである。 

ジクロロ酢酸はマウス及びラットの肝

臓に発がん性を示すことが報告されている

が、発がん性に対する遺伝毒性の関与は不

確実と考えられることから、発がん性の評

価については、TDI の算出に併せて数理モ

デルによる発がんリスク評価を実施した。

最も低い用量で発がん影響が認められたマ

ウスの 90～100 週間慢性毒性試験で観察さ

れた肝細胞癌又は肝細胞腺腫の発生頻度に

ついて BMD 解析を実施したところ、

BMDL10は 12.9 mg/kg/day となった。この値

に UF1000 を適用すると 12.9 μg/kg/day と

なる。一方、この BMDL10を POD として、



  

直線外挿を行うことにより算出した VSD 

(リスクレベル 10-5)は 1.3 ug/kg/day となる。

非発がん性に関しては、イヌの 90 日間経口

投与試験の結果から求められた LOAEL 

12.5 mg/kg/day に UF1000 を適用して、12.5 

μg/kg/day という値が得られた。 

上述のマウスの 90～100 週間慢性毒性

試験の結果から、肝細胞癌/腺腫の 1ｘ10-4

リスク相当値は 12.9 μg/kg/day と算出され

た。非発がん性に関しては、上述の通り、

イヌの 90 日間経口投与試験の LOAEL 12.5 

mg/kg/day に UF1000 を適用して、12.5 

μg/kg/day という値が得られた。これらの結

果から、saRfD は 13 μg/kg/day、成人及び小

児を対象とした参照値はそれぞれ 0.3 mg/L

及び 0.1 mg/L と算出された。 

⑭ジブロモクロロメタン 

B6C3F1 マウスの 90 日間強制経口投与試験

では、178.6 mg/kg/day 投与群で腎尿細管の

変性又は石灰化、肝臓では壊死及び空胞化

が認められた。89.3 mg/kg/day 以下の投与

群では毒性影響はみられなかった。F344/N

ラットの 90 日間強制経口投与試験では、

178.6 mg/kg/day 投与群で生存率及び体重の

低下、腎尿細管細胞変性、肝小葉中心性壊

死が観察され、42.9 mg/kg/day 投与群では

肝細胞の脂肪変性が増加した。NOAEL は

21.4 mg/kg/day と判断された。

Sprague-Dawley ラットに 90 日間強制経口

投与した試験では、50 mg/kg/day 以上のす

べての投与群で肝細胞脂肪変性や腎尿細管

細胞変性が認められた。 

ICR マウスに飲水投与した多世代生殖

試験では、最低用量群 (17 mg/kg/day)で観

察された変化は、F2 世代の児重量の軽微な

低下のみであった。171 mg/kg/day 以上の投

与群では、体重低値、肝臓の病理組織学変

化、同腹児数、児の生存率及び体重低下な

どがみられた。685 mg/kg/day 投与群では、

さらに、受胎率、妊娠率、生存率の低下も

認められた。NOAEL は 17 mg/kg/day と考

えられる。 

以上の結果から、最も低い NOAEL 17 

mg/kg/day に UF100 を適用して、saRfD は

170 μg/kg/day、成人及び小児を対象とした

参照値はそれぞれ 4 mg/L 及び 2 mg/L と算

出された。 

⑮臭素酸 

ラットを用いた試験において発がん性を示

し、その発がん性には遺伝毒性が関与する

と考えられる。臭素酸の基準値は、ラット

を用いた臭素酸カリウムの 100 週間飲水投

与試験における精巣中皮種のデータを基に

算出された VSD (リスクレベル 10-5) 0.357 

μg/kg/day から求められている。 

亜急性毒性に関しては、F344 ラットに

臭素酸カリウムを 13 週間飲水投与した試

験において、2.5 g/L (臭素酸として 270 

mg/kg/day)以上の投与群のすべての動物が

死亡したことが報告されている。この試験

では、0.6 g/L (63 mg/kg/day)以上の投与群で

は、体重増加抑制や肝及び腎毒性を示す血

清パラメータの上昇が観察された。0.3 g/L 

(32 mg/kg/day)以下の投与群では毒性所見

は認められなかったものの、臭素酸 63 

mg/kg/day より低い用量で有害影響を示す

か判定するためのデータは十分に示されて

いない。臭素酸の非発がん性に関する最も

低い NOAEL は、F344 ラットの 100 週間飲

水投与試験において腎の尿路上皮過形成が

観察されたことに基づき、1.1 mg/kg/day と

判断されている 

Sprague-Dawley ラットに臭素酸ナトリ

ウムを飲水投与した生殖発生毒性試験 (交

配前から妊娠期間中投与)では、0.25 g/L (臭

素酸として22 mg/kg/day)投与群で精巣上体



  

の精子密度の減少がみられ、NOAELは 0.08 

g/L (7.7 mg/kg/day)と判断された。 

臭素酸の saRfD は、上述のラットの 100

週間慢性毒性試験の結果から、3.6 

μg/kg/day (リスクレベル 1ｘ10-4相当値)、成

人及び小児を対象とした参照値はそれぞれ

0.09 mg/L 及び 0.04 mg/L と算出された。 

⑯トリクロロ酢酸 

亜急性/亜慢性毒性に関する信頼性の高い

報告は、雄の SD ラットを用いた 90 日間飲

水投与試験のみであった。この試験では、

5.0 g/L (355 mg/kg/day)投与群で、体重増加

抑制、肝臓及び腎臓の相対重量増加、肝細

胞腫大、肝臓へのグリコーゲン蓄積などが

認められ、NOAEL は 36.5 mg/kg/day と判断

された。雌ラットを用いた信頼性の高い亜

急性/亜慢性試験の報告がないことから、慢

性毒性試験の結果を基に saRfD を算出する

こととした。B6C3F1 マウスを用いた 104

週間飲水投与試験ではすべての投与群で肝

臓の変異細胞巣発生頻度の増加が認められ、

LOAEL は 6 mg/kg/day と考えられた。なお、

ラットを用いた複数の発生毒性試験の報告

があり、胎児への影響が認められているが、

いずれも母動物への影響が認められる高用

量での影響であり、200 mg/kg/day 以下の用

量での影響については報告がない。 

慢性毒性に関する LOAEL 6 mg/kg/day

に UF 1000 を適用して、saRfD は 6μg/kg/day

と成人及び小児を対象とした参照値は 0.2 

mg/L 及び 0.06 mg/L と算出された。 

⑰ブロモジクロロメタン 

B6C3F1 マウスの 13 週間強制経口投与試験

では、143 mg/kg/day 投与群の雌に肝細胞変

性、71.4 mg/kg/day 投与群の雄には腎の近

位尿細管上皮の壊死及びネフローゼが観察

された。35.7 mg/kg/day 投与群では毒性影

響は見られなかった。F344/N ラットの 13

週間強制経口投与試験では、214 mg/kg/day

投与群で、死亡率が増加し、肝細胞変性や

腎臓の変性・壊死が観察された。107 

mg/kg/day 以上の投与群では、体重が低下

し、NOAEL は 53.6 mg/kg/day と判断された。 

F344 ラットに 52 週間飲水投与し、生

殖機能への影響を調べた試験では、39 

mg/kg/day 投与群で精巣上体尾部における

精子の直線、平均軌道及び曲線での平均速

度の低下がみられた。22 mg/kg/day 投与群

では、毒性影響は見られなかった。

Sprague-Dawley ラットの 2 世代連続飲水投

与試験では、すべての投与群で飲水量が減

少し、11.6~48.8 mg/kg/day 以上の投与群で

は、死亡、鼻漏、体重増加抑制、亀頭包皮

分離の遅延などが認められた。さらに、

29.5~138.6 mg/kg/day 投与群では、軟便、膣

開口の遅れ、離乳時の脳、脾臓等の重量低

下が観察された。NOAEL は 4.1~15.8 

mg/kg/day と判断された。 

F344 ラットの妊娠 6-15 日に強制経口

投与した試験では、50 mg/kg/day 以上の投

与群で全腹児吸収が認められ、NOAEL は

25 mg/kg/day と考えられる。Sprague-Dawley

ラットの妊娠 6-21 日に飲水投与した発生

毒性試験では、すべての投与群で飲水量が

減少し、45 mg/kg/day 以上の投与群で体重

増加抑制が見られた。82 mg/kg/day 投与群

では児の指骨及び後肢の中足骨と指骨の骨

化の遅延が認められたが、極軽度かつ可逆

的な変化であることから、母毒性による二

次的な変化と考えられた。NOAEL は 18.4 

mg/kg/day と判断された。New Zealand While

ウサギの妊娠 6-29 日に飲水投与した試験

では、35.6 mg/kg/day 以上の投与群で母動

物の体重増加抑制が見られたが、13.4 

mg/kg/day 投与群では毒性影響はみられな

かった。胎児への影響はみられなかった。 



  

最も低い NOAEL 4.1 mg/kg/day に UF

は 100 を適用して、saRfD は 41 μg/kg/day、

成人及び小児を対象とした参照値はそれぞ

れ 1 mg/L 及び 0.4 mg/L と算出された。 

⑱ブロモホルム 

B6C3F1 マウスの 13 週間強制経口投与試験

では、143 mg/kg/day 投与群の雄に肝細胞空

胞形成が観察され、NOAEL は 71.4 

mg/kg/day と判断された。F344/N ラットの

13 週間強制経口投与試験では、35.7 

mg/kg/day 投与群の雄で肝細胞空胞形成が

有意に増加したことから、NOAEL は 17.9 

mg/kg/day と判断された。 

CD-1 マウスに 105 日間強制経口投与

した試験では、最高用量群 (200 mg/kg/day)

でも、受精(胎)能や生殖への影響はみられ

なかった。 

以上から、最も低い NOAEL 17.9 

mg/kg/dayにUF100を適用して saRfDは180 

μg/kg/day、成人及び小児を対象とした参照

値はそれぞれ 5 mg/L 及び 2 mg/L と算出さ

れた。 

⑲ホルムアルデヒド 

Sprague-Dawley ラットの 90 日間飲水投与

試験では、100 mg/kg/day 以上の投与群で体

重増加抑制が認められ、NOAEL は 50 

mg/kg/day と考えられた。ビーグル犬の 90

日間混餌投与試験では、100 mg/kg/day 投与

群で体重増加抑制がみられ、NOAEL は 75 

mg/kg/day と判断された。いずれの試験に

おいても血液学的変化および病理組織学的

変化は見られなかった。 

生殖毒性に関しては、雄の Wistar ラッ

トに単回投与した試験において、200 mg/kg

投与群で精子頭部異常が観察された。100 

mg/kg 投与群ではこのような影響は見られ

なかった。CD-1 マウスの妊娠 6～15 日に経

口投与した発生毒性試験では、148 

mg/kg/day 投与群で 1/35 例、185 mg/kg/day

投与群では 22/34 例の母動物が死亡した。

催奇形性は認められなかった。NOAEL は

74 mg/kg/day と考えられる。 

ラットの 90 日間飲水投与試験の結果

から求められた NOAEL 50 mg/kg/day に

UF100 を適用して saRfD は 500 ug/kg/day、

成人及び小児を対象とした参照値はそれぞ

れ 13 mg/L 及び 5 mg/L と算出された。 

⑳硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 

乳児のミルク調整に使用する水の硝酸性窒

素濃度とメトヘモグロビン血症発症に関す

る報告をもとに基準値が求められている。

メトヘモグロビン血症は、短期的な暴露で

も起こりうる変化であることから、小児を

対象とした参照値は、基準値と同じ値 (10 

mg/L)が適切と考えられた。 

6.複合暴露評価に関する研究 

1) カルバ―メート系農薬 

1-1) HI 法による評価 

カルバメート系農薬 13 種について HI 法

による評価を行った結果を表 13 に示す。

HI は 0.193 と算出された。 

1-2) RPF 法による評価 

主としてChE阻害作用に関して情報収集

を行った結果、最も多くの毒性情報を入手す

ることのできたカルバリルをインデックス

物質とすることが適切と考えられた。毒性情

報の量は物質によって大きく異なることか

ら、13物質すべてについて同じ指標を基に

RPFを求めることは困難である。そこで、物

質毎に最も適切な指標値を選択し、カルバリ

ルに関しても同等の指標値を求めた上で毒

性強度を比較しRPFを算出することとした。

各物質のRPFの算出方法を以下に示す。 

① カルバリル (NAC) 

米国 EPA による N-メチルカルバメート類

の複合暴露評価の対象物質である。米国



  

EPA では、雄ラットの脳の ChE 阻害作用に

関するベンチマークドース (BMD10) = 1.58 

mg/kg を基に RPF が算出された。EPA では、

農薬登録時に提出されたデータに加え、分

析法、用量反応性や回復性などに関する追

加データを基に、ラットにおける脳の ChE

阻害作用について最大作用時の BMD10が

求めていることから、EPA の複合暴露評価

の対象となっているカルバリル、カルボフ

ラン、メソミル及びチオジカルブに関して

は、EPA による RPF 算出のベースとなった

BMD10をそのまま用いて RPF を算出する

こととした。 

② イソプロカルブ(MIPC) 

ラット及びマウスを用いた亜急性毒性試験

において、白血球増多症、貧血症及び ChE

阻害作用が認められ、NOEL はそれぞれ 2 

mg/kg/day 及び 12 mg/kg/day (LOEL は 25 

mg/kg/day 及び 100 mg/kg/day)と報告されて

いる。カルバリルの 13 週間神経毒性試験で

は、ChE 阻害作用に関する NOEL は 1 

mg/kg/day と報告されていることから、RPF

は 0.5 と算出された。 

③ フェノブカルブ(BPMC) 

雄ラットに 23.1～208 mg/kg を強制経口投

与した試験において、0.5～24 時間後に測定

した脳の ChE 活性が報告されている。この

試験の結果から ChE 阻害作用に関する

ED50は 245 mg/kg と算出された。同様の方

法で行われた試験の結果から、ラットにお

けるカルバリルの脳の ChE 阻害作用に関

する ED50は 27.47 mg/kg と算出されたこと

から、フェノブカルブの RPF は 0.11 となっ

た。 

④ カルボフラン (カルボスルファン代謝

物) 

米国 EPA によって算出された雄ラットの

脳の ChE 阻害作用に関する BMD10 = 0.10 

mg/kg を上述のカルバミルの BMD10=1.58 

mg/kg/day と比較し、カルボフランの RPF

は 0.06 と算出された。 

⑤ ベンフラカルブ 

ラット、マウスやイヌなどに投与を行い、

脳、血漿や血球中の活性を調べた多くの企

業データが EFSA によって公表されている。

雄ラットに 65~241 mg/kg を強制経口投与

し、24 時間後に測定した脳の ChE 活性か

ら ED50 は 77.7 mg/kg と算出された。この

試験では投与後 24 時間以前のデータがな

いため、カルバリルの投与 24 時間後の ChE

活性阻害作用に関する ED50 (266 

mg/kg/day)と比較したところ、RPF は 3.4

と算出された。 

⑥ メソミル 

米国 EPA により算出されたラットの脳の

ChE 阻害作用に関する BMD10 = 0.36 mg/kg

を上述のカルバミルの BMD10=1.58 

mg/kg/dayと比較し、メソミルのRPFは 4.39

と算出された。 

⑦ チオジカルブ 

米国 EPA により算出されたラットの脳の

ChE 阻害作用に関する BMD10 = 0.27 mg/kg

をカルバミルの BMD10=1.58 mg/kg/day と

比較し、チオジカルブの RPF は 5.85 と算

出された。 

⑧ チオベンカルブ 

ラットの90日間混餌投与試験及び2年間混

餌投与試験、イヌの 28 日間経口投与試験及

び 1 年間経口投与試験において、血漿、赤

血球や脳の ChE 活性に明確な影響は認め

られていないことから、ChE 阻害作用を対

象とした複合暴露評価の対象物質とするこ

とはできない。 

⑨ エスプロカルブ 

ラットの単回強制経口投与試験や 90 日間

混餌投与試験では、赤血球及び脳の ChE 活



  

性阻害は認められなかったことから、ChE

阻害作用を対象とした複合暴露評価の対象

物質とするべきではないと判断された。 

⑩ モリネート 

ラットの急性神経毒性試験、90 日間及び 2

年間混餌試験等で脳もしくは赤血球の ChE

活性が阻害されたことが報告されているも

のの、これらの試験における ChE 活性値や

その変化率等の情報は得られなかった。急

性神経毒性試験では、350 mg/kg 投与群の

雌で脳の ChE 活性阻害が認められ、NOEL

は 100 mg/kg と報告されている。カルバリ

ルの単回強制経口投与試験における NOEL 

[50 mg/kg (ラット、投与 24 時間後の脳の

ChE 阻害作用)]と比較した結果、RPF は 0.5

と算出された。 

⑪ ピリブチカルブ 

ラットの 13 週間混餌投与試験では、最高用

量群 (367 mg/kg/day)の雌で血漿 ChE 活性

の低下が認められたが、脳や赤血球の ChE

活性の低下は認められなかった。ラットの

2 年間混餌投与試験では、197~233 

mg/kg/day 投与群の雌雄において血漿 ChE

活性が低下したが、脳の ChE 活性に関して

は、197 mg/kg/day 投与群の雄で軽度な低下 

(8%)が認められたのみであった。なお、ラ

ットの 90 日間反復投与神経毒性試験 (混

餌投与、~ 314 mg/kg/day)及びイヌの 90 日

間混餌投与試験 (~134 mg/kg/day)では、血

漿や脳の ChE 活性の低下は認められてい

ない。以上の報告から、ピリブチカルブは

ChE 阻害作用を対象とした複合暴露評価の

対象物質とするべきではないと判断された。 

⑫ テルブカルブ (MBPMC) 

脳や赤血球中の ChE 活性への影響に関す

る情報は報告されていないが、ラット及び

マウスを用いた 3 か月間混餌試験では最高

用量群でも一般状態に異常は見られず、さ

らに、テルブカルブをラットに 28 日間混餌

投与した試験では、最高用量群 (943-996 

mg/kg/day)でも血清中の AChE 活性に影響

は見られていないことから、テルブカルブ

は、ChE 阻害作用を対象とした複合暴露評

価の対象物質とするべきではないと判断さ

れた。 

⑬ ジメピペレート 

脳、赤血球や血漿中の ChE 活性への影響に

関する報告は認められなかったが、マウス、

ラット、ウサギ及びモルモットを用いた一

般薬理試験の報告があり、マウスの試験に

おいて 1000 mg/kg 以上の投与 (経口)によ

り軽度の自発運動の低下がみられ、ラット

の試験では 200 mg/kg 以上の投与(経口)に

より正常体温の低下が見られた以外には特

異な症状は見られなかった。これらのこと

から、ジメピレートは ChE 阻害作用を対象

とした複合暴露評価の対象物質とするべき

ではないと判断された。 

表 14 に示した通り、RPF 法により求め

たカルバメート系農薬の総暴露量は 0.008 

mg/L となった。カルバリルの ChE 阻害作

用に関する BMDL10 0.99 mg/kg/day を基に、

不確実係数を 100、体重 50 kg、飲水量 

2L/day、割当率 10％とすると、カルバリル

の ChE 阻害作用に基づく目標値は 0.025 

mg/L となる。この値を用いてカルバメート

系農薬の ChE 阻害作用に基づくリスクを

算出したところ、0.326 (0.008 ÷ 0.025)とな

った。 

2) 有機リン系農薬 

2-1) HI 法による評価 

HI法による評価結果を表15に示す。HIは

0.915と算出された。 

2-2) RPF 法による評価 

有機リン系農薬 22 物質の ChE 阻害作用に

ついて情報を収集した結果、イソキサチオ



  

ンに関する報告は、ビーグル犬に単回経口

投与した試験のみであった。この試験では

フェンチオンの投与も行われており、イソ

キサチオン投与群とフェンチオン投与群で

は同程度の作用が認められた。フェンチオ

ンは EPA の複合暴露評価の対象物質であ

り、信頼性の高いデータの報告があること

から、フェンチオンをインデックス物質と

することが適切と考えられた。 

毒性情報の量は物質によって大きく

異なることから、22 物質すべてについて同

じ指標を基に RPF を求めることは困難で

ある。そこで、物質毎に最も適切な指標値

を選択し、フェンチオンに関しても同等の

指標値を求めた上で毒性強度を比較し RPF

を算出することとした。対象とする試験、

動物種やエンドポイントは、下記の方法で

選択した。 

・エンドポイント：脳の ChE 阻害作用は、

有機リン系農薬の毒性メカニズムの直接

の測定手段であり、血中 ChE データを用

いる際の不確実性がない。従って、エン

ドポイントは脳の ChE 活性値の低下とし、

データがない場合には赤血球及び血漿

ChE 阻害作用を対象とすることとした。 

・動物種： ChE 阻害作用に関する最も広

範なデータを入手することができたため、

ラットを用いた試験の結果を優先的に用

いることとした。一部の有機リン系農薬

の ChE 阻害作用に対しては雌ラットの方

が高い感受性を示すことから、雌ラット

のデータを用いることとした。 

・毒性試験： 有機リン系農薬による ChE

阻害作用は、およそ 3～4 週間で定常状態

に達し、それ以上暴露を継続しても ChE

阻害作用は増大しないことから、暴露期

間が 21日間以上の試験を選択することと

した。 

・指標値： BMD10 ＞ ED50 ＞ NOAEL 

各物質の RPF の算出方法を以下に示す。 

① フェンチオン 

米国 EPA による複合暴露評価の対象物質

である。EPA では、雌ラットの脳の ChE 阻

害作用に関する BMD10 = 0.24 mg/kg/day を

基に RPF が算出されている。試験法や分析

法などについて評価を行い、選択された信

頼性の高い試験結果をもとに BMD10が算

出されていることから、EPA の複合暴露評

価の対象となっている農薬に関しては、

EPA によって算出された BMD10をそのま

ま用いて RPF を算出することとした。 

② イソキサチオン 

ChE 阻害作用に関する報告は、4 種の有機

リン系化合物をビーグル犬に単回経口投与

して、赤血球及び血清中の ChE 活性の変化

を調べた試験のみであった。この試験では、

75 mg/kg のイソキサチオンと 220 mg/kg の

フェンチオンを投与した群で概ね類似した

変化が見られていることから、投与量の比

2.93 を RPF とすることとした。 

③ ダイアジノン 

米国 EPA による複合暴露評価の対象物質

である。EPA により算出された雌ラットの

脳の ChE 阻害作用に関する BMD10 = 6.24 

mg/kg/day をフェンチオンの BMD10=0.24 

mg/kg/day と比較し、ダイアジノンの RPF

は 0.038 と算出された。 

④ フェニトロチオン (MEP) 

ラットに混餌投与した多くの試験が実施さ

れており、投与終了後の血漿、血球及び脳

の ChE 活性値が報告されている。活性値は

平均値のみの報告で、標準偏差もしくは個

別データの報告はなかったことから、ED50

を求めて比較することとした。雌ラットの

脳の ChE 阻害作用に関する ED50は

3.33~6.60 mg/kg/day となり、その平均値は



  

4.61 mg/kg/day となった。インデックス物

質であるフェンチオンの脳 ChE 阻害作用

に関しては、ラットの 98 日間試験及び 2

年間試験の結果から求めた ED50の平均値

は 2.17 mg/kg/day となったことから、フェ

ニトロチオンの RPF は 0.471 (2.17÷4.61)

となった。 

⑤ ジクロルボス (DDVP) 

米国 EPA による複合暴露評価の対象物質

である。EPA により算出された雌ラットの

脳の ChE 阻害作用に関する BMD10 = 2.35 

mg/kg/day をフェンチオンの BMD10=0.24 

mg/kg/day と比較し、ジクロルボスの RPF

は 0.102 と算出された。 

⑥ イプロベンホス (IBP) 

雌ラットの脳 ChE 活性への作用について

は 3 つの報告があった。2 つの 13 週間試験

では脳の ChE 活性の有意な低下は見られ

なかった。24 か月間試験では脳 ChE 阻害

作用が認められたもの、未公表データであ

り BMD10や ED50を算出するためのデータ

は得られなかった。24 か月試験の NOAEL 

4.35 mg/kg/day をフェンチオンの 98 日間試

験の結果から得られた NOAEL 0.17 

mg/kg/day と比較して、RPF は 0.039 と算出

された。 

⑦ EPN 

雌ラットの脳 ChE 活性への作用に関して

は、混餌投与による 13 週間試験、26 週間

試験及び 104 週間試験が報告されている。

有意差が認められた群についてのみ ChE

活性値 (対照群を 100とした時の値)が公表

されており、13 週間試験及び 104 週間試験

については ED50 (それぞれ 9.96 mg/kg/day

及び 5.11 mg/kg/day)を算出することができ

た。二つの値の平均値 7.53 mg/kg/day をフ

ェンチオンの ED50 (2.17 mg/kg/day)と比較

した結果、EPN の RPF は、0.288 mg/kg/day

となった。 

⑧ アセフェート 

米国 EPA による複合暴露評価の対象物質

である。EPA により算出された雌ラットの

脳の ChE 阻害作用に関する BMD10 = 0.99 

mg/kg/day をフェンチオンの BMD10=0.24 

mg/kg/day と比較し、アセフェートの RPF

は 0.242 と算出された。 

⑨ クロルピリホス 

米国 EPA による複合暴露評価の対象物質

である。EPA により算出された雌ラットの

脳の ChE 阻害作用に関する BMD10 = 1.48 

mg/kg/day をフェンチオンの BMD10=0.24 

mg/kg/day と比較し、クロルピリホスの RPF

は 0.162 と算出された。 

⑩ トリクロルホン 

米国 EPA による複合暴露評価の対象物質

である。EPA により算出された雌ラットの

脳の ChE 阻害作用に関する BMD10 = 31.74 

mg/kg/day をフェンチオンの BMD10=0.24 

mg/kg/day と比較し、トリクロルホンの RPF

は 0.008 と算出された。 

⑪ ピリダフェンチオン 

ラットを用いた13週間及び104週間混餌投

与試験が実施されているものの、その方法

及び結果について詳細な情報を得ることは

できなかった。どちらの試験においても、

最高用量群において脳の ChE 活性の低下

が見られ、脳の ChE 阻害作用に関する

NOAEL はそれぞれ 30 ppm (2.1 mg/kg/day)

および 50 ppm (2.2 mg/kg/day)と考えられた。

フェンチオンの 98 日間試験からえられた

NOAEL 0.17 mg/kg/day と比較して、RPF は

0.08 と算出された。 

⑫ トリクロホスメチル 

雌ラットの脳 ChE 活性への作用に関して

は、多くの報告があるが、いずれも未公表

データであり、BMD10や ED50を算出するた



  

めのデータは得られなかったことから、

NOAEL を比較して RPF を求めることとし

た。脳 ChE 阻害作用に関する最も低い

NOAEL 1000 ppm (71 mg/kg/day)をフェン

チオンの 98 日間試験から得られた NOAEL 

0.17 mg/kg/day と比較して、RPF は 0.002 と

なった。 

⑬ ベンスリド (SAP) 

米国 EPA による複合暴露評価の対象物質

である。EPA により算出された雌ラットの

脳の ChE 阻害作用に関する BMD10 = 31.91 

mg/kg/day をフェンチオンの BMD10=0.24 

mg/kg/day と比較し、ベンスリドの RPF は

0.008 と算出された。 

⑭ エディフェンホス (エジフェンホス、

EDDP) 

ラットの 3 か月及び 2 年間混餌投与試験が

実施されているが、いずれも未公表データ

であり、試験結果の詳細情報は得ることが

できなかったため、NOAEL を基に RPF を

求めることとした。いずれの試験において

も脳の ChE 阻害作用が認められており、

NOAEL はそれぞれ 30ppm 及び 15 ppm と

考えられた。エディフェンホスの摂取量が

報告されていないため、雌ラットの平均的

な Food factor (亜慢性試験では 0.102 kg 

food/kg、慢性試験では 0.083 kg food/kg)を

用いて、30 ppm 及び 15 ppm 投与群におけ

るエディフェンホス摂取量は 3.06 

mg/kg/day及び1.25 mg/kg/dayと算出された。

より低い値をフェンチオンの 98 日試験の

結果から得た 0.17 mg/kg/day と比較した結

果、RPF は 0.136 となった。 

⑮ メチダチオン (DMTP) 

米国 EPA による複合暴露評価の対象物質

である。EPA により算出された雌ラットの

脳の ChE 阻害作用に関する BMD10 = 0.25 

mg/kg/day をフェンチオンの BMD10=0.24 

mg/kg/day と比較し、メチダチオンの RPF

は 0.96 と算出された。 

⑯ アニロホス 

ChE 阻害作用に関する報告は、雄ラットに

28 日間強制経口投与し、血清、血球、脳な

どの ChE 活性を測定した試験のみであっ

た。脳の ChE 活性データに BMD 法を適用

したが variance が適合しなかったため、

ED50を比較して RPF を算出することとし

た。アニロホスの脳の ChE 阻害作用に関す

る ED50は 39.58 mg/kg/day と算出された。

この値をフェンチオンの ED50 2.17 

mg/kg/day と比較して、アニロホスの RPF

は 0.055 と算出された。 

⑰ ジメトエート 

米国 EPA による複合暴露評価の対象物質

である。EPA により算出された雌ラットの

脳の ChE 阻害作用に関する BMD10 = 0.25 

mg/kg/day をフェンチオンの BMD10=0.24 

mg/kg/day と比較し、ジメトエートの RPF

は 0.960 と算出された。 

⑱ マラソン (マラチオン) 

米国 EPA による複合暴露評価の対象物質

である。EPA により算出された雌ラットの

脳のChE阻害作用に関するBMD10 = 313.91 

mg/kg/day をフェンチオンの BMD10=0.24 

mg/kg/day と比較し、マラソンの RPF は

0.001 と算出された。 

⑲ フェントエート 

ラットを用いた 2 つの慢性毒性/発がん性

試験において脳の ChE 活性が測定されて

いるものの、いずれも未公表データである

ことから、BMD10や ED50を算出することは

できなかった。104 週間混餌投与試験では、

最高用量群である 22 mg/kg/day 投与群でも

脳の ChE 活性への影響は認められなかっ

た。一方、116 週間混餌投与試験では、最

高用量群である 25 mg/kg/day 投与群におい



  

て軽度な脳の ChE 活性の低下 (17%↓)が

認められ、NOAEL は 5 mg/kg/day と判断さ

れた。この値をフェンチオンの脳 ChE 阻害

作用に関する NOAEL 0.17 mg/kg/day と比

較した結果、フェントエートのRPFは 0.034

と算出された。 

⑳ エチルチオメトン 

米国 EPA による複合暴露評価の対象物質

である。EPA により算出された雌ラットの

脳の ChE 阻害作用に関する BMD10 = 0.07 

mg/kg/day をフェンチオンの BMD10=0.24 

mg/kg/day と比較し、エチルチオメトンの

RPF は 3.429 と算出された。 

㉑ ピペロホス 

ラットに５か月間強制経口投与した試験に

おいて、21.4 mg/kg/day 以上の投与群で脳

の ChE 活性が低下したことが報告されて

おり、脳 ChE 阻害作用に関する NOAEL は

8.6 mg/kg/day と判断された。この試験は未

公表データであることから、結果の詳細情

報は入手できず、また、その他にラットの

脳 ChE 活性への影響を調べた試験の報告

はなかった。NOAEL 8.6 mg/kg/day をフェ

ンチオンの 98 日間試験から得られた

NOAEL 0.17 mg/kg/day と比較して、ピペロ

ホスの RPF は 0.020 と算出された。 

㉒ ホセチル 

ラットの 13 週間混餌投与試験において、最

高用量である 2500 mg/kg/day 投与群におい

ても脳の ChE 活性の低下は認められなか

ったことが報告されている。従って、ChE

阻害作用を対象とした複合暴露評価の対象

物質とするべきではないと判断された。 

表 16 に示した通り、RPF 法により求め

た有機リン系農薬の総暴露量は 0.0025367 

mg/L となった。フェンチオンの ChE 阻害

作用に関する BMDL10 0.21 mg/kg/day を基

に、不確実係数を 100、体重 50 kg、飲水量 

2L/day、割当率 10％とすると、フェンチオ

ンの ChE 阻害作用に基づく目標値は

0.00525 mg/L となる。この値を用いて有機

リン系農薬の ChE 阻害作用に基づくリス

クを算出したところ、0.48319 (0.0025367 ÷ 

0.00525)となった。 

7. 長鎖パーフルオロカルボン酸類の毒性発

現の違いに関する研究 

1) TS-PFDoA投与ラットの血清中 PFCA濃度 

0.1 mg/kg/day、0.5 mg/kg/day 及び 2.5 

mg/kg/day の TS-PFDoA を投与した雄ラッ

トの血清中の直鎖 PFDoA 濃度は、それぞ

れ 1766 ng/mL、5584 ng/mL 及び 251620 

ng/mL であった。雌では、それぞれ、1402 

ng/mL、8720 ng/mL 及び 197300 ng/mL であ

った。 

TS-PFDoA を投与したラットの血清中

からは、直鎖 PFDoA 以外の PFCA 類が検

出されたが、いずれの濃度も直鎖 PFDoA

の 20 分の 1 未満であった。 

血清中 PFCA 濃度には性差が見られ、多

くの場合、雌より雄の濃度の方が高かった。

特に、直鎖 PFOA、直鎖 PFNA、分岐鎖 PFDA、

分岐鎖 PFUdA 及び分岐鎖 PFTeDA につい

ては顕著な性差が見られ、また、投与量が

多い程、性差は大きかった。 

2) TS-PFTeDA 投与ラットの血清中 PFCA 濃

度 

10 mg/kg/day の TS-PFTeDA を投与したラット

の血清中 PFTeDA 濃度は、雄では 10930 

ng/mL、雌では 11274 ng/mL であった。

PFTeDA を投与したラットの血清中からは、炭

素数 8～13 の直鎖 PFCA 類及び炭素数 11～

16 の分岐鎖 PFCA 類も検出され、直鎖

PFUdA、直鎖 PFDoA 及び分岐鎖 PFTeDA の

濃度は数百 ng/mL と比較的高かった。分岐

型 PFUdA、PFDoA 及び PFTrDA の血清濃

度には、明確な性差 (雄>雌)が見られ、直



  

鎖 PFOA、直鎖 PFNA 及び分岐型 PFHxDA

は雄のみで検出された。 

3) TS-PFHxDA 投与ラットの血清中 PFCA 濃

度 

100 mg/kg/day の TS-PFHxDA を投与したラ

ットの血清中直鎖 PFHxDA 濃度は、雄では

1308 ng/mL、雌では 1780 ng/mL であった。

PFHxDA を投与したラットの血清中からは、

分岐型 PFHxDA が検出され、その濃度は雄

では 1110 ng/mL、雌では 89.5 ng/mL と高か

った。その他にも、直鎖型 PFNA、PFDA、

PFUnA、PFDoA、PFTrDA、PFTeDA、PFOcDA、

分岐型 PFUnA、PFDoA、PFTrDA、PFTeDA

及び PFOcDA が検出されたが、これらの

PFCA 類の血清中濃度はいずれも 300 

ng/mL 未満であった。直鎖型 PFNA 及び分

岐型 PFUnA の血清中濃度には明確な性差 

(雄＞雌)がみられた。直鎖型 PFHxA、PFHpA、

PFOA 及び分岐型 PFDeA は、雄のみで検出

された。 

4) 被験物質中の PFCA 含量 

TS-PFDoA からは、不純物として、直鎖型

PFOA、PFNA、PFDA、PFUdA、PFTrDA、

PFTeDA、分岐型 PFDeA、PFUdA、PFDoA、

PFTrDA、PFTeDA が検出された。直鎖

PFTeDA の含有量 (0.19%)が最も高く、次い

で直鎖 PFNA (0.05%)、直鎖 PFDA (0.05%)及

び分岐鎖 PFTrDA (0.05%)の含有量が高かっ

た。TS-PFTeDA からは、不純物として、直鎖

型 PFDA、PFUdA、PFDoA、PFTrDA、

PFHxDA、PFOcDA、分岐型 PFDoA、

PFTrDA、PFTeDA、PFHxDA が検出され、

TS-PFHxDA からは、直鎖及び分岐型 PFDoA、

直鎖 PFTrDA、直鎖及び分岐型 PFTeDA、分

岐型 PFHxDA、直鎖及び分岐型 PFOcDA が

検出されたが、いずれの含有量も 0.01％未満

であった。 

 

D. 考察 

1. 突発的水質事故等による水質異常時の

対応と広報に関する調査研究  

日本における現行の水質異常時の対応につ

いて検討した結果、ホルムアルデヒドのよ

うに長期的な健康影響（慢性毒性）を考慮

して基準設定がなされている項目について

は、基準値を超えていることが明らかにな

った場合、「直ちに原因究明を行い所要の低

減化対策を実施することにより、基準を満

たす水質を確保すべき」とされている。そ

のうえで、基準値超過が継続すると見込ま

れる場合には、水質異常時として所要の対

応をすることとされている。この所要の対

応には「基準値超過が継続することが見込

まれ、人の健康を害するおそれがある場合

には、取水及び給水の緊急停止措置を講じ」

ることとされている。現時点における科学

的知見によるリスク評価に基づく基準設定

方法から考えると、慢性毒性物質を水道水

由来で経口摂取することにより人の健康を

害するおそれがあるのは、基準値と同じ水

質であれば、長期（生涯に近い期間）にわ

たり摂取を続けた場合であると考えられる。

従って、慢性毒性のみを考慮して基準が設

定された化学物質においては、短期的に基

準値をある程度超過をしても人の健康を害

するおそれはないだろう、と一般的には考

えられる。しかし一方、基準値を超えた際

に、短期的に基準値を超えても短期的な摂

取による健康影響の懸念がないレベルに関

して、十分なリスク評価が行われているわ

けではない。従って、急性/亜急性の摂取に

よる健康影響の評価値に関する情報を整理

することは重要と考えられた。 

次に、突発的な水質異常があった場合に

おいて、給水継続あるいは給水停止などの

対応を行う場合の主な利点と欠点について



  

整理した。その結果、大規模な都市におい

ては、水道水の供給は基幹的な役割を果た

していることも含めて、給水停止措置およ

び給水停止後の復旧措置は、原則的に非常

に大きな困難を伴うと考えられた。 

以上より、大規模な水質事故などにより

水質異常が生じた場合、摂取制限等の対応

を行いつつ給水を継続することは、利用者

の安全確保、利便性の確保のみならず、都

市機能の維持、公衆衛生の維持の上からも、

必要な選択肢であると考えられた。しかし

同時に、この対応は、給水停止を可能な限

り回避することにより利用者への負担を軽

減するための手段であり、安易に行うべき

ものではなく、これまでの水道事業者等の

水道水への安全確保に対する取り組みを後

退させるものであってはならないといえる。 

福島第一原子力発電所事故時における広

報についての報告より、関係各所と緊密に

連携を取りながら対応に当たること、およ

び、記者会見などは水道局だけではなく健

康・衛生に関する部局と共同で行うことが

重要だと示唆された。また、メディアとの

信頼関係が醸成された理由としては、放射

能の測定結果を可能な限り速やかに、かつ

定期的に公表したことが考えられた。また、

公表に当たっては、報道各社に単に発表文

を届けるのではなく、報道担当が直接、都

庁記者クラブ内にある報道各社のブースに

赴き、担当記者に手渡すこととした。この

とき、報道担当が危機管理担当を兼務して

いるため、ほとんどの疑問についてはその

場で回答できたこと、も理由として大きか

ったのではないかと考えられる。情報提供

の迅速性、手続きの透明性、説明の明確性

などが報道機関より好評を得ることができ

た理由だと考えられた。また、ホームペー

ジでの対応については、アクセス件数が急

増した対策として、トップページのイラス

ト表示をテキストデータのみの簡易表示に

するなどを行うことでアクセスしにくさを

解消した。さらに、英語での情報提供の要

望が多かったことから、「放射能測定結果

（英語版）」も同時に掲載するようにした、

などといった工夫も重要だと考えられた。 

ホルムアルデヒド生成物質の流下事故に

おいて、被害が拡大した原因は、影響を受

けた用水供給事業体が利根川水系河川水だ

けに水源を依存しており代替がないこと、

受水団体の給水量に占める水道用水受水の

割合が高いことに加え、事故状況の急変と

情報連絡の遅れが重なったためであると考

えられた。また、当該水道事業体が取水及

び送水停止に踏み切らざるを得なかったの

は、原因物質や流出個所が判明しないなか

で、浄水のホルムアルデヒド濃度が上昇を

続け、さらに河川水のホルムアルデヒド生

成能が水道水質基準値を大幅に超えるなど、

危機的な状況に直面し、これ以上は水道水

の安全性を担保できないと判断したからで

あった。事故対応を経験して聞かれた意見

として、水質基準の遵守と給水義務の狭間

で悩む水道事業体の姿が浮かび上がり、今

後、社会活動の維持を見据えた摂取制限の

考え方を導入する必要があると考えられた。

ホルムアルデヒド事故を受けた用水供給事

業体としての情報共有の問題については、

受水団体との情報共有について不十分であ

ったことから今後ともより一層確実な対応

をこころがけることとしている。しかし、

住民への対応については、用水供給団体と

しては限界があり、受水団体の協力を得な

ければならない側面があるが、一方で受水

団体においても人手が足りないこと、水道

部局内だけでは対応が難しいこと、広報手

段を含む住民とのコミュニケーションが十



  

分でなかったこと等の問題点が挙げられた。 

「摂取制限を伴い給水継続を実施」を仮

定した場合の対応として、淀川を水源とす

る用水供給事業体の検討例を示した。その

際の課題として、構成市で給水停止と給水

継続の対応が異なる場合が想定される。構

成市の対応が分かれた場合に希望どおりの

対応が可能かどうかを水運用面から調査し

たところ、構成市の希望どおりの対応が困

難であるとの結果となった。従って、水質

事故等によって、供給停止か摂取制限によ

る給水継続するかについては、構成市で統

一した判断が必要であると再認識された。 

広報の手段について、メール機能の活用

としては、自治体のホームページで公開し

ている防災関連のサイトにおいて、メール

アドレスを登録していれば自動的にメール

が配信されているものがある。また、登録

をしていなくとも各携帯電話会社が災害対

象エリアにいる人に対して、緊急速報メー

ルとしてメッセージを送るサービスも存在

する。しかしながら、これらが断水などの

事例に対応しているかどうかについては、

前者の自治体へのメール登録に関しては自

治体次第であり、後者の緊急速報メールに

ついては基本的には水道の情報については

未対応であるので、今後検討を行う必要が

ある。また、メール機能を活用すること、

時間と人手をかけずに給水エリアの方々へ

情報提供が可能であるため、便利な手法で

ある一方で、摂取制限に関する情報につい

ては、原因、現状、健康影響に関すること

など多様であるため、余計な混乱を与えな

いよう、メールだけではなく、ホームペー

ジを使っての詳細な説明が必要となってく

ると思われる。電話・FAX は多数に発信す

るのは適していないというデメリットがあ

る。広報車は常時移動しているため、情報

が断片的となり、室内にいた場合は聞こえ

にくいなどの問題点が挙げられる。またテ

レビは不特定多数に情報提供できるものの、

発信するかどうかはテレビ局側の判断であ

り、関係のない方々に対しても情報を提供

してしまうため、窓口対応が膨大になる恐

れがあることが考えられた。 

その他、摂取制限による給水継続を行う

際の課題として、以下のことが考えられた。 

・摂取制限した場合、摂取制限やその目安

について利水者の理解を得るには何らかの

法的根拠、衛生部局の協力（特に健康影響

について）、十分な情報提供が必要である 

・摂取制限の目安となる水質基準項目はそ

のほとんどが連続監視でないため、採水す

る時間によって、変動する可能性が高く、

濃度の把握が難しい。また、分析作業にも

時間を要するため、取水停止の判断が遅れ、

浄水施設へ流入する恐れがある 

・摂取制限の配水エリアが広く、18 条に基

づく検査請求が多数あった場合、いかに対

応するべきか 

最後に、突発的水質事故への対応と課題

について述べる。水質汚染事故に迅速かつ

適切に対応するためには、(1)外部機関との

通報連絡体制、(2)内部通報連絡体制、(3)

事故対応体制の 3 つを確立する必要がある。

この 3 つの体制が確立できて、初めて迅速

かつ適切な事故対応が可能となる。それと

同時に水質監視体制も重要な役割を果たし

ている。しかし、水道事業体では、24 時間

の常時、連続監視を目的にした、水源流域

パトロール等の実施はほとんど不可能であ

る。水源・原水に対する最前線の水質監視

地点は取水施設であり、そこでの原水水質

監視に頼らざるを得ない。多くの水道事業

体では、取水口等に水質監視装置を設置し

て、水質汚染事故をできる限り早く発見す



  

るよう努めている。また、原水で魚類等を

飼育して、不特定の原因による水質異常の

早期発見に努めている。監視カメラによる

視覚的な監視や浄水場内の巡視なども実施

されている。定期的な水源水質調査の折も

水質監視の機会といえるが、巡視や水質調

査の折に油流出事故以外の水質汚染事故を

発見することはかなり稀である。水質汚染

事故情報のほとんどは、既存の河川及び環

境行政部局が主体となる通報連絡体制から

得ており、このネットワークに頼らざるを

得ないのが実状である。 

最近そして今後の突発水質汚染事故対応

においては、汚染の発見が最も難しいと言

っても過言ではない。急性毒性を示す化学

物質による水源河川の汚染が少なくなって

いる現在、より高感度な理化学的及び生物

学的な監視装置を開発し、水質汚染の早期

発見を確実にすることも今後の大きな課題

である。 

2. 海外における水質異常時の対応と広報

に関する調査研究 

米国、欧州、豪州、および WHO 飲料水水

質ガイドライン文書における水質異常時、

緊急事態への対応について調査を行った結

果、主に次の 3 点について示唆が得られた。 

1) 公衆衛生の維持及び消火用水確保など

の観点から、給水停止を行うことは少なく、

摂取制限や煮沸勧告対応が多い．対応は水

道事業体と州などの水道監督機関との協議

の上で決定する場合が多く、特に短期摂取

による健康影響のおそれがある場合は水道

事業体単独での意思決定は行われない。 

2) 短期間摂取による健康影響については

専門家や衛生担当部局などに相談し、基準

値とは別の健康勧告値等の利用を重視して

いる。急性暴露に対する健康に関する勧告

値等は、緊急事態に汚染物質を含んだ水を

供給するリスクと水を供給しないことのリ

スクのバランスを決定する際の助けになる。 

3) 国・連邦の水道担当部局は技術的助言を

行うが、上位の対応決定権を持つ場合もあ

る（米国の場合）。 

調査対象とした国においては、水質基準

超過による給水停止は原則として、選択し

ないことが判明した。給水を停止しない理

由には、停止により以下のような別の問題

を生じうることが含まれると考えられた。 

・給配水管内の圧力低下により管路内に汚

染物質(下水、地下水等)が混入するリスク 

・トイレ洗浄水が得られないことで衛生環

境が悪化する健康リスク 

・ボトル水や給水車により代替水を供給す

るためのロジスティック上の問題 

これらの問題は、日本においても該当す

る懸念ではないかと推測され、定性的にで

も検討すべき内容ではないかと考えられる。 

短期間摂取による健康影響に関する値に

ついては、本分科会にて検討を行っている

亜急性参照用量(saRfD)が参考になると考

える。今のところ saRfD は日本の水質基準

値に設定されているもののみを対象として

いることから、それ以外の化学物質に関し

ては（あるいは saRfD に含まれている化学

物質に関しても）、WHO のガイドライン関

連文書や米国 EPA の健康勧告値(HA)など

が参考資料として役立つと考えられる。ま

た、WHO ガイドライン文書において示さ

れているように、化学物質に対して迅速な

意思決定が必要な場合、短期間（たとえば

数日間）について飲料水に対して ADI（一

日許容摂取量）や TDI の 100%を割り当て

ることは可能であり、また、他の経路から

の暴露が重大な場合、または暴露が数日以

上にわたり継続しそうな場合は、割当率を

ガイドライン値（基準値）導出時よりも多



  

く割り当てることは可能であろう。 

水質異常時における住民への広報対応に

ついては、米国 EPA が発行している公衆通

知ハンドブックが参考になる。このハンド

ブックには様々な規則違反や異常事態に関

する公衆通知のテンプレートが掲載されて

おり、また公衆通知に必須の構成要素が具

体的に示されている。このハンドブックは、

詳細な対応と分かりやすい通知の作り方等

を示しており、水道事業体等においても大

変参考になると考えられる。今後、仮訳版

を国立保健医療科学院生活環境研究部ウェ

ブサイトにて掲載する予定である。 

2014 年 1 月に米国で発生した MCHM 河

川流出事故後に行われた CASPER 調査報

告書により、事故時に住民が実際にどのよ

うに対応したのかが明らかになった。今回

のMCHM水質事故で得られた調査結果は、

その他の水質事故対応に対しても示唆を与

えるものである。例えば、情報源としては

テレビが最も多いという結果であった。情

報の伝達速度については、事故当日か遅く

とも翌日には大部分の世帯に伝わっていた。

また、DNU 発令中においても約 37%の世帯

で水道水を使用していた。特に、シャワー、

水浴などの目的で使用されていたことから、

指示の有効性については留意すべきであろ

う。また、調理や飲用にも使用されていた

ことは留意すべきである。指示の情報が十

分に伝わったとしても、指示に従うかどう

かは別の問題なのかもしれない。今後、も

し摂取制限等の対応を取った場合に、万一

飲用したとしても、短期間の摂取において

感知できる健康影響が起きない程度の余裕

を見ておくことは重要であろう。事故対応

期間のような比較的短期間の摂取に対する、

健康影響に関する毒性情報が利用可能にな

ることも望まれる。 

3. 経口暴露換算の総潜在用量、割当率およ

び間接飲水量の推定 

THMs と HAAs の結果について、食品や自

然の室外空気において THMs や HAAs の消

毒副生成物が高濃度で検出されることはま

れであり、水道水以外がこれら消毒副生成

物の大きな暴露源になることは考えにくい。

しかしながら、THMs が揮発性であり、間

接的な吸入暴露も考えられるので、消毒副

生成物の割当率としては比較的小さな値で

ある 20 %がデフォルト値として使われて

いる。THMs と HAAs の物性は大きく異な

り、THMs は揮発性が高く、HAAs の揮発

性は低い。当初、揮発性が低い HAAs につ

いては、妥当な割当率は THMs より大きく

ても良いとも考えていた。しかしながら、

THMs と HAAs では、本研究の結果で算定

された割当率は大きく異なることはなかっ

た：2 L/d の飲水量に相当する割当率は、

THMs で 29～44 %、HAAs で 26～40 %であ

った。これは、THMs 類の間接摂取が揮発

経由の吸入暴露であるの対し、HAA 類は調

理経由の経口暴露であるが、THMs 類と

HAAs 類の間接摂取量が同程度であること

に起因している。高暴露群の暴露量が TDI

に一致する濃度は、対象とした THMs と

HAAs で、現行の水道水質基準値または新

基準値案の値より大きな値となった。消毒

副生成物の評価値を算定する際には 2 

L/day の飲水量と 20%の割当率が使われて

いるが、本研究の結果では 2 L/day に相当

する割当率は、20%より大きい 26 から 44 %

であった。したがって、水道水質準値には

余裕があるとの見方もできるかもしれない。

しかし、本研究は限られたデータで解析を

行っており、その意味では正確に暴露シナ

リオを再現しているとは言い難く、得られ

た数値に余裕を持たせて見ることも必要か



  

もしれない。したがって、THMs 類と HAAs

類の物性は大きく異なるが、結果として、

消毒副生成物の割当率として、20 %のデフ

ォルト割当率を使用することが妥当である

と考える。総じて、研究結果は、新基準値

案を含む現行の水道水質基準値は、水道水

の極端な飲用やその他の使用が高暴露を生

じたとしても健康影響の生ずるものではな

いことを示しており、その妥当性を支持す

るものである。 

TCE と PCE の結果について、高暴露群と

中暴露群の暴露量の違いは、飲水量の違い

にも関係しているが、違いの多くは吸入暴

露に関係している。THMs の結果と同様に、

高暴露群と中暴露群では暴露濃度が異なっ

ているためであり、高暴露群では換気など

が不十分なため室内空気の濃度が高いこと

が推測されている。特に TCE の間接飲水量

が多くなる要因は、経口経路と同じ潜在用

量でも吸入経路と経皮経路の方が対象臓器

（胎盤）への到達量が多くなるためであっ

た。この理由は吸入と経皮暴露ではファー

ストパス効果を経ずに胎盤へ移動するため

である。PCE では、逆に同じ潜在用量でも

吸入と経皮経路の方が対象臓器（肝臓）へ

の到達量が小さくなった。 

結果より、TCE については、現行の基準

値では過半数以上の人がTDIを超える暴露

量となる可能性が示唆された。また、大多

数の人の総暴露量をTDI以下相当にするた

めには、現行の基準値(10 g/L)の 1/3 程度

である3 g/Lが望ましいことが示唆された。

アメリカやカナダの TCE の基準値は 10 

g/L より低い値の 5 g/L であることから、

今後の評価値の見直しのために、今回のシ

ミュレーションに用いた仮定に関する精査

など、さらなる詳細評価が必要である。一

方、PCE については現行の基準値の遵守に

より想定しうる使用形態の範囲内であれば

TDI 以下相当の総暴露量となり、現行基準

値の妥当性が確認された。 

4. 日本人成人の潜在的水道水摂取量

(pTWI)の推定に関する研究 

pTWI の推定にあたり、いくつかの仮定を

行った。その仮定の際に、考慮に入れてい

ない点について考察を行う。まず、調理用

水の中でご飯由来の水道水摂取量について、

炊飯中に蒸発する水分については、水量に

は含まれていない。水道に含まれている化

学物質が揮発性かどうかで、ご飯に残る化

学物質の量は変わるかもしれないことにつ

いて、場合によって留意すべきかもしれな

い。ただし今回の pTWI に関しては、水量

だけの議論であることから、考慮する必要

はない。また、他にも調理用水から水道水

としての間接摂取が考えられるものがある。

例えば、魚の煮付けなど水道水を添加する

と思われる食品由来のものなどである。し

かし、これらのスープとご飯以外に使用さ

れる水道水については、水道水摂取量全体

への寄与率が大きくないと推定されること

から、本研究では含めないこととした。こ

れら本研究で考慮に入れていない調理用水

については今後の検討課題である。 

補正後の pTWI とその構成要素に関する

箱ひげ図（図 9）より、直接飲水量だけを

見ると摂水量が 1L/ day に満たない人が半

分以上存在しているが、スープ類やご飯に

含まれる水道水などの調理用水、およびソ

フトドリンク類からの摂水量を考慮に加え

ることにより、摂水量が 1L/ day に満たな

い人の割合が減少していることが見て取れ

る。このことから、直接飲水での摂水量が

少ない人は間接的な飲水により水分を摂取

していることが示唆される。 

5. 水道汚染物質の急性/亜急性評価値に関



  

する研究 

日本の水質基準項目のうち、19 項目につい

て参照値を提案することができた。小児を

対象としたホウ素及びその化合物と硝酸態

窒素及び亜硝酸態窒素の参照値、さらに、

成人を対象としたトリクロロエチレンの参

照値は、基準値と同じ値となった。これら

の項目による水道水質汚染が生じた際には、

飲料制限や給水停止等の早急な対応が必要

と考えられる。ホウ素及びその化合物につ

いては、精巣毒性に関するデータが不十分

であったため、今後、適切な試験の実施が

望まれる。 

その他の参照値は、基準値の 2 倍から

163 倍高い値となった。特に、四塩化炭素、

シス-/トランス-1,2-ジクロロエチレン、ジ

クロロメタン、クロロ酢酸、クロロホルム、

ジブロモクロロメタン、ブロモジクロロメ

タン、ブロモホルム及びホルムアルデヒド

の参照値は、小児及び成人を対象としたい

ずれの値も基準値の 10 倍以上高い値とな

った。これらの項目については、一時的に

飲料水中濃度が基準値を超えた場合でも、

本研究で提案する参照値を超えない濃度で

あれば、健康影響の懸念は低いと考えられ

るため、給水停止までの措置は必要ないと

の判断ができるだろう。 

水道水は、飲用、炊事、洗濯、風呂、

水洗便所のみならず、空調用水、冷却水、

消防用水等の都市活動や医療活動に使用さ

れており、都市機能や公衆衛生の維持に不

可欠なものである。従って、事故等で汚染

物質濃度が基準値を超えた場合でも、その

濃度や推測される暴露期間等を考慮して慎

重に対応する必要がある。本研究では、こ

のような一時的な水質汚染の際に参考すべ

き値として成人及び小児を対象とした参照

値を設定した。事故時には、緊急の判断が

必要となることから、本研究で設定した値

は非常に有用と考えられる。本研究では、

主に食品安全委員会の評価書の情報を基に

安全性評価を行っており、評価書公表時以

降の新しい情報の検索は行っていない。今

後は、評価書公表時以降の新しい情報を入

手した上で、値の適切性を再評価する必要

がある。 

6. 複合暴露評価に関する研究 

13 種のカルバメート系農薬について HI

法及び RPF 法による評価を行った。カルバ

リル、カルボフラン、メソミル及びチオジ

カルブ以外のカルバメート系農薬について

は、ChE 阻害作用の用量反応性に関する十

分なデータが得られず、BMD 法を適用す

ることはできなかった。また、ベンフラカ

ルブについては、投与後 24 時間以内の ChE

阻害作用に関する情報は得られず、フェノ

ブカルブに関しては雌ラットのデータを得

ることができなかった。さらに、イソプロ

カルブとモリネートに関しては、投与後の

ChE 活性測定値を入手できなかったことか

ら、NOEL を基に RPF を算出した。 

RPF 法により算出されたカルバメート

系農薬の ChE 阻害作用に基づくリスク 

(0.326)は、HI 法によって算出された値 

(0.193)よりも大きい値となった。この結果

は、HI 法は必ずしも保守的な方法ではない

可能性を示唆しているが、上述の通り、カ

ルバメート系農薬の ChE 阻害作用に関し

ては、十分なデータが得られておらず、よ

り信頼性の高い RPF を算出するためには

用量反応性や回復性に関してさらなるデー

タが必要である。 

22 種の有機リン系農薬について HI 法

及び RPF 法による評価を行った。10 物質

については、ChE 阻害作用の用量反応性に

関する十分なデータが得られず、BMD 法



  

を適用することはできなかった。イソキサ

チオン、イプロベンホス、ピリダフェンチ

オン、トリクロホスメチル、エディフェン

ホス、フェントエート、ピペロホスに関し

ては、投与後の ChE 活性測定値を入手でき

なかったことから、NOEL を基に RPF を算

出した。特に、イソキサチオンについては、

単一用量を犬に単回投与した試験の報告の

みであった。この試験では、ChE 阻害作用

は定常状態に達しておらず、また、脳 ChE

活性を調べていない試験であることから、

得られた RPF 値の信頼性は低いと考えら

れる。 

RPF 法により算出された有機リン系農

薬の ChE 阻害作用に基づくリスク (0.483)

は HI 法によって算出された値 (0.915)より

も小さい値となったものの、上述の通り、

多くの有機リン系農薬について十分な用量

依存性データが得られておらず、より信頼

性の高い RPF を算出するためにさらなる

データが必要である。 

7. 長鎖パーフルオロカルボン酸類の毒性発

現の違いに関する研究 

長鎖 PFCA の毒性強度の違いの要因を明らか

にするために、TS-PFDoA、TS-PFTeDA 及び

TS-PFHxDA を投与したラットの血清中 PFCA 濃

度を測定した。その結果、投与した被験物質の

炭素鎖が長ければ長い程、血中の標的 PFCA

濃度は低かった。しかし、同等の毒性影響が認

められた投与群間 (0.5 mg/kg/day TS-PFDoA

投与群、10 mg/kg/day TS-PFTeDA 投与群、100 

mg/kg/day TS-PFHxDA 投与群及び 200 

mg/kg/day TS-PFOcDA 投与群)で比較したとこ

ろ、標的 PFCA 濃度は大きく異なっていた。 

長鎖 PFCA を投与したラットの血清中

からは標的 PFCA 以外の多くの PFCA 類が

検出された。炭素-フッ素結合は強固であり、

PFCA 類のようにすべてがフッ素化された

炭化水素は、高温下でも安定で、不燃性で

あり、強酸、アルカリ、酸化剤によっても

容易に分解されないことが知られている。

このことから、血清中から検出された標的

PFCA以外のPFCA類は投与した標的PFCA

類の代謝によって生成されたものではない

と考えられる。血清中からは、標的 PFCA

類のβ酸化によって生成されうる炭素数が

偶数個の PFCA だけではなく、炭素数が奇

数個の PFCA も検出されており、このこと

は標的 PFCA 類が代謝によってより炭素鎖

数の短い PFCA に代謝された可能性を否定

している。従って、血清中から検出された

標的 PFCA 以外の PFCA 類は被験物質に含

まれていた不純物に由来するものと考えら

れた。 

比較のため、0.5 mg/kg/day TS-PFDoA

投与群、10 mg/kg/day TS-PFTeDA 投与群、

100 mg/kg/day TS-PFHxDA 投与群及び 200 

mg/kg/day TS-PFOcDA 投与群において検出

されたすべての PFCA 濃度を積算値を

nmol/mL として算出した。TS-PFDoA 及び

TS-PFTeDA を投与したラットでは、標的

PFCA 以外の様々な PFCA 類が検出された

が、その濃度は標的 PFCA と比較すると著

しく低かった。従って、TS-PFDoA 及び

TS-PFTeDA を投与したラットで観察され

た毒性については、主として標的 PFCA に

よって引き起こされたものと考えられる。

一方、TS-PFHxDA を投与したラットの血

清中では、分岐鎖 PFHxDA を含む、標的

PFCA 以外の PFCA 類が、検出された PFCA

類の半分以上をしめていた。これらの標的

PFCA 以外の PFCA 類が TS-PFHxDA の毒

性に大きく関与している可能性が考えられ

る。TS-PFOcDA を投与したラットでは、多

くの PFCA 類が、標的 PFCA より高い濃度

で検出された。検出された PFCA 類には、



  

比較的低用量でも毒性影響を引き起こすこ

とが知られている炭素数が 8 から 12 の

PFCA も含まれていた。これらの PFCA 類

の血清中濃度は用量依存的に増加したが、

標的 PFCA の濃度は明確な用量依存性を示

さなかった。TS-PFOcDA を投与したラット

では用量依存的な毒性影響が観察されてい

ることから、TS-PFOcDA を投与したラット

で観察された毒性影響は標的 PFCA 以外の

PFCA 類が複合的に作用した結果と考えら

れる。  

 

E. 結論 
リスク管理に関する研究として、突発的水

質事故等による水質異常時の対応に関する

検討を行った。まず、日本の水質異常時の

水道の対応について整理した。現行の対応

においては、(1) 慢性毒性を考慮して設定

された項目が基準値を超えた際に「人の健

康を害するおそれ」があるかどうかを水道

事業体自身で判断することが難しい、(2) 

摂取制限を行いながら給水継続をすること

で給水停止を回避するというような柔軟な

対応が取りにくい、という問題点があるこ

とが示された。 

突発的な水道原水水質事故発生時などの

非常時に市民の安全と公衆衛生を確保する

ため、摂取制限による給水継続の対応を含

めた水質異常時の対応のあり方に関する検

討を行った。ホルムアルデヒド生成物質の

事故では、断水の発生により用水供給事業

の給水停止の影響が広範囲に及ぶことが示

された。また、事故対応を経験した意見と

して、水質基準の遵守と給水義務の狭間で

悩む水道事業体の姿が浮かび上がり、今後、

社会活動の維持を見据えた摂取制限の考え

方を導入する必要性が示唆された。 

「摂取制限を伴い給水継続を実施」の選

択肢を仮定した場合の対応について検討し

た結果、まずは取水停止を行うこと、その

判断基準を明確にすることが重要であると

考えられた。また、取水停止期間が長期化

した場合、水供給が停止するおそれがあり

市民生活への影響が非常に大きくなる一方

で、水質基準を超える水を供給した場合、

施設洗浄や水替えが必要となることで影響

時間が長くなる可能性もあり、短期間であ

れば供給停止を選択した方が影響時間は短

くなることも考えられた。影響が長期間に

及ぶ場合は、生活用水としての取水再開を

検討することなどを提案できた。 

水質事故に対応するためには、水質監視

体制も重要である。しかし、巡視や水質調

査の折に油流出事故以外の水質汚染事故を

発見することはかなり稀である。より高感

度な理化学的及び生物学的な監視装置を開

発し、水質汚染の早期発見を確実にするこ

とも今後の大きな課題である。 

海外における水質異常時の対応と広報に

関する調査研究について、諸外国の事故事

例や標準的対応方法に関する調査、および

WHO 飲料水水質ガイドライン文書等文献

での調査を行った。公衆衛生の維持及び消

火用水確保などの観点から、特に大規模な

事業体では給水停止を行うことは少なく、

摂取制限や煮沸勧告対応が多いことが示さ

れた。また、対応は水道事業体と州などの

水道監督機関との協議の上で決定する場合

が多く、水道事業体単独で判断をすること

は、調査した範囲ではほとんどなかった。

さらに、短期間摂取による健康影響につい

ては専門家や衛生担当部局などに相談し、

水質基準値とは異なる種類の健康勧告値等

の利用を重視している。急性の短期暴露に

対する健康に関する勧告値等は、緊急事態

に汚染物質を含んだ水の供給するリスクと



  

水を供給しないことのリスクを示し、意思

決定する際の助けになる。特に健康・公衆

衛生部局との緊密な連携が重要なこと、ま

た、住民への通知・広報対策を重視してい

ること等が示された。 

米国環境保護庁(EPA)が作成した公衆通

知ハンドブックの一部を翻訳し、水質異常

発生時の公衆への周知方法について重要な

点を整理することができた。 

経口暴露換算の総潜在用量、割当率およ

び間接飲水量の推定において、トリハロメ

タン 4 種とハロ酢酸 3 種の消毒副生成物を

対象に解析を行った結果、新基準値案を含

む現行の水道水質基準値の妥当性を支持す

るものであった。トリクロロエチレン

(TCE)とテトラクロロエチレン(PCE)の解

析の結果、PCE については TDI 以下の総暴

露量となり、現行基準値の妥当性が確認さ

れた。TCE については現行の基準値では過

半数以上の人が耐容一日摂取量を超える暴

露量となる可能性が示唆された。これは吸

入経路や経皮経路では経口経路と同じ量の

潜在用量でも臓器への到達率が高くなるこ

とで間接飲水量が多くなるためと考えられ

た。今後の評価値の見直しのために、今回

のシミュレーションに用いた仮定に関する

精査など、さらなる詳細評価が必要である。 

日本人成人の潜在的水道水摂水量

(pTWI) 推定を行った。摂水量アンケート

調査結果について、pTWI を構成する要素

について検討した結果、pTWI は「水道水

直接摂取」＋「ボトル水」＋「ソフトドリ

ンク類」＋「水道水間接摂取」として定義

された。pTWI の推定にあたり、平日と休

日を考慮し、地域、性別、年齢区分に関す

る偏りについて補正を行った。結果として、

補正後の pTWI (L/日) は以下の通りになっ

た。冬：平均値 1.55 L, 中央値 1.45 L, 90%

値 2.33 L, 95%値 2.64 L。夏：平均値 1.76 L, 

中央値 1.64 L, 90%値 2.67 L, 95%値 3.12 L。

これらの値は、今後、日本人成人摂水量と

しての基礎資料となることが期待される。 

水道汚染物質の亜急性評価値に関する研

究では、米国 EPA によって設定された健康

に関する勧告値を中心に、その設定方法や

根拠を調査した上で、日本の水質基準項目

に関して亜急性評価値を算出する方法やそ

の可能性を検討した。次に、日本の水道水

質基準項目のうち、19 項目について、食品

安全委員会の評価書を基に安全性評価を行

い、saRfD(mg/kg/day)の算出を試みた。算出

した saRfD を用いて、短期的な水道水質汚

染が生じた際に参考とすべき水道水中濃度

として、成人と小児を対象とした 2 つ参照

値 (mg/L)を提案することができた。 

複合暴露評価に関する研究では、カルバ

メート系農薬 13 種と有機リン系農薬 22 種

についてについて HI 法及び RPF 法による

評価を行った。米国 EPA の複合暴露評価の

対象となっているもの以外の農薬について

は、コリンエステラーゼ阻害作用の用量反

応性に関する十分なデータが得られなかっ

た。より信頼性の高い評価を行うためには

用量反応性に関してさらなるデータが必要

である。 

長鎖パーフルオロカルボン酸類の毒性発

現の違いに関する研究では、TS-PFDoA、

TS-PFTeDA 及び TS-PFHxDA を投与したラ

ットの血清中の PFCA 類濃度を測定した。

その結果、投与した被験物質の炭素鎖が長

ければ長い程、血清中の被験物質濃度は低

かったが、同等の毒性影響が認められた投

与群間で比較したところ、被験物質の濃度

は大きく異なっていた。また、ラットの血

清中からは、被験物質以外の多くの PFCA

類が検出された。被験物質中に不純物とし



  

て含まれていた、より炭素鎖の短い PFCA

類や分岐型異性体が長鎖 PFCA 類の毒性発

現に大きく関与している可能性が考えられ

た。 
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表１．測定対象の有機フッ素化合物（PFCAs） 

No PFCs abbriviation LOQ 
(ng/mL) 

tR 
(min) 

cone 
(V) 

collision 
(V) 

parent 
ion 

(m/z) 

daughter 
ion 

(m/z) 
1 perfluoro-n-pentanoic acid PFPeA 1.00  1.9  20 10 263  219  

2 perfluoro-n-hexanoic acid PFHxA 1.00  2.7  20 10 313  269  

3 perfluoro-n-heptanoic acid PFHpA 1.00  3.7  20 10 363  319  

4 perfluoro-n-octanoic acid PFOA 1.00  4.6  20 10 413  369  

5 perfluoro-n-[1,2-13C2]-octanoic acid PFOA-13C2 1.00  4.6  20 10 415  370  

6 perfluoro-n-nonanoic acid PFNA 1.00  5.5  20 10 463  419  

7 perfluoro-n-decanoic acid PFDA 1.00  6.3  20 10 513  469  

8 perfluoro-n-undecanoic acid PFUdA 1.00  7.0  20 10 563  519  

9 perfluoro-n-docecanoic acid PFDoA 1.00  7.8  20 10 613  569  

10 perfluoro-n-tridecanoic acid PFTrDA 1.00  8.6  20 10 663  619  

11 perfluoro-n-tetradecanoic acid PFTeDA 1.00  9.3  20 10 713  669  

12 perfluoro-n-hexadecanoic acid PFHxDA 1.00  10.5  20 10 813  769  
13 perfluoro-n-octadecanoic acid PFOcDA 1.00  11.6  20 10 913  869  

LOQ:定量下限値、ｔR:保持時間       



  

表 2. 給水継続・停止と摂取制限に関する主な利点・欠点について 

 

 
主な利点 主な欠点 

給水継続 
（摂取制
限なし） 
 
広報活動 
なし 

・飲用水・生活用水の使用が可能。 
・大きな社会的影響は回避される。 
・広報や応急給水などの業務増加
なし。 

・水道利用者が状況を知らずに水道を使用し、水道事業者の信
用が低下するおそれ。 
・食品産業等が知らずに生産した製品に瑕疵が生じるおそれ。 
＜留意点＞ 
・長期間飲用しても健康影響のおそれがない範囲である必要。 
・分析上の誤差や間違いの可能性があり、再検査の必要がある。 
・事態が継続した場合、対応が遅れる原因となる場合がある。
（結局摂取制限や給水停止に至った場合に、前もって水を貯め
ておくことが出来ないなど） 

給水継続 
（摂取制
限なし） 
 
広報活動 
あり 

・飲用水・生活用水の使用が可能。 
・大きな社会的影響は回避される。 
・応急給水の業務増加なし。 
・給排水管網の維持が可能である。 
・水質が正常に戻った際、給排水
管網の洗浄を行う必要がない。 

・広報、問い合わせ対応の作業が生じる。 
 
＜留意点＞ 
・短期間飲用しても健康影響のおそれがない範囲である必要。 
・特に配慮が必要な対象（乳幼児、妊婦、病院、食品産業等）
がある場合は、十分な広報や連絡、応急給水等の対応を行う必
要がある。 
 

給水継続 
（摂取制
限あり） 
 
広報活動 
あり 

・水道利用者の健康影響に係る不
安が軽減される。 
・生活用水の使用が可能。 
・社会的影響を可能な限り回避で
きる。 
・給排水管網の維持が可能である。 
・水質が清浄に戻った際、給排水
管網の洗浄を行う必要がない。 

・摂取制限に関する広報、問い合わせ対応の作業が生じる。 
 
＜留意点＞ 
・誤って飲用しても直接的健康影響のおそれがない範囲である
必要。 
・特に配慮が必要な対象（乳幼児、妊婦、病院、食品産業等）
がある場合は、対応を行う必要がある。 
・飲用水を別途確保する必要がある。 
 (応急給水の準備が必要) 

給水停止 
 
広報活動 
あり 

・水道利用者の健康影響のおそ
れ・不安が回避される。 
・水が出なくなるため、利用者が
誤飲するおそれは軽減される。 

・生活用水が確保出来ない（トイレ、手洗い、洗濯、入浴、洗
浄など）。 
・代替となる水が入手できない場合、著しい健康影響が生ずる
恐れがある（脱水症、熱中症など）。 
・市民生活への影響が極めて大きく都市機能が停止する（消防
等）。 
・トイレ、手洗いができず、衛生状態が悪化するおそれがある。 
・各産業への影響が大きく、営業停止が起きる恐れ（病院、消
防、飲食店、食品生産、工場、冷却水、空調、コンピュータ冷
却不能による金融機関等の混乱） 
・飲用水・生活用水を至急確保する必要がある。 
・管路、施設内部が負圧となり、管周辺からの汚染が起こりう
る。管路のさび等流出のおそれ。 
・給水再開時までに、取水した水の排水及び復旧の膨大な作業
が必要となる。 
・給水再開時、管路内の酸化状態回復までに時間がかかる。（残
留塩素が検出されにくくなる。） 
・既に受水槽などに取り込まれている場合の対応を検討する必
要。 
・広報、問い合わせ対応の作業が生じる。 
・給水停止が長期に渡った場合は、都市機能の回復が一層困難
になる。 



  

表 3. 企業団における水質事故対応状況 (平成 24(2012)年) 
日     時 主 な 事 故 対 応 

5/17   10:25 利根川水系の浄水場浄水でホルムアルデヒド検出（埼玉県から） 
19:30 塩素添加した利根川河川水から高濃度のホルムアルデヒド検出（埼玉

県からの情報入手） 
20:00 粉末活性炭処理開始（注入率 10mg/L） 

5/18   16:50 粉末活性炭処理強化（注入率 10mg/L→30mg/L） 
18:00 粉末活性炭処理強化（注入率 30mg/L→50mg/L） 
19:15～5/19 

1:10 
取水停止(1 回目 延べ 5 時間 55 分) 

23:05～5/19 
2:45 

送水停止(1 回目 延べ 3 時間 40 分） 

5/19   7:25～17:30 取水停止(2 回目 延べ 10 時間 5 分) 
11:30～18:00 送水停止(2 回目 延べ 6 時間 30 分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. ホルムアルデヒド生成能の推移 
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図 2. ホルムアルデヒド生成物質流下事故に係る復旧時間の実績 

17日 18日 19日 20日 21日 22日 23日 24日 25日 ～ 28日 29日 ～ 31日 1日 ～ 11日 ～ 5日 6日 ～ 現在

事故情報    ●10:25第1報 厚労省発表
（HMT関与）

ホルムアルデヒド連続監視

原因物質探査
HMT確認

活性炭注入
          ↑20:00～10mg/L         ↑13:00～10mg/L         ↑17:00～5mg/L ～17:30対応終了↑

       ↑16:50～30mg/L
         ↑18:00～50mg/L

北千葉浄水場取水停止 （5/18 19:15～5/19 1:10 および 5/19 7:25～17:30の２回)

北千葉浄水場送水停止 （5/18 23:05～5/19 2:45 および 5/19 11:30～18:00の２回)

北千葉浄水場通常運転復帰 →●6:00

受水団体通常運転復帰 →●6:00

水質情報連絡体制の見直し

新水質情報連絡体制

水質監視項目の見直し

ホルムアルデヒド定期監視

○考慮すべき点 ○復旧にかかった時間
・原因者の放流期間は平成24年5月10日～19日。 水質事故第1報～浄水場復帰 ： ４日
・取水口で影響した期間は5月18日～19日。 （同上）＋構成団体復帰 ： ５日
・取水停止によりホルムアルデヒドが基準値を超える量の原因物質は浄水場内に流入していない。 （同上）＋ホルムアルデヒド連続監視終了 ： ５日

（同上）＋原因物質解明 ： ９日
（同上）＋活性炭対応等の終了 ： ２５日
（同上）＋連絡体制等の見直し ： ４８日

平成24年5月 平成24年6月 平成24年7月



  

表 4. ホルムアルデヒド生成物質 流下事故による送水停止、断水への対応の問題点 

（受水団体への聞き取り調査結果） 

（ａ）職員数が必要になることを想定していなかった 

（１）初期の混乱期と、対応期間が長くなった時に職員不足が顕著であった。 
・水運用の調整、管路洗浄、非常用施設（井戸）等の立上げに技術者が必要。 
・応急給水所の開設、給水車の準備、障害者・高齢者等の要援護者、病院等への配布に技術

者、車両運転要員が必要。 
（２）ホームページ・メール配信、防災行政無線、マスコミへの協力依頼などの広報にも
多くの労力がかかった 

・渉外部署がはっきりしていなかった。 
・独立した住民問合せ担当（電話、窓口）を設置できず、電話対応のため本来業務に支障が

出た。 
・ホームページ、メール配信、防災行政無線担当者が独立しておらず、情報発信が遅れた。 
・発信情報の内容調整に時間がかかった。部署、立場により文面のこだわる点が異なり、発

信に時間がかかった。 
・情報弱者への配慮がなされていなかった。防災無線が聞きにくいため、問い合わせが殺到

した。 
（３）情報共有の難しさ 

・情報共有に手間と時間がかかり、人手も必要であった。組織の縦割りが障害となった面も
あった。 

・現場対応が手一杯で情報が共有できなかった（情報共有処理の時間がなかった）。 
・職員宅にも事故の影響が出ていた。 
・労基法上、平常時の休日や夜間に過剰な待機指示は出せないため、特に夜間職員参集人数

に制限がある。 
・現場に私服で行ったため、住民と区別がつかず混乱した。 

（ｂ）水道部局だけでは対応できないことを想定していなかった 

（１）応援協定の発効に時間がかかった。体制が機能していない部分があった。 
・防災・環境・事務部局、消防等への応援要請が遅れた。 
・委託業者、工事業者への応援要請に手間取った。 
・災害時応援協定等による他事業体・自治体への応援要請が十分に機能しなかった。誰が要

請し、どこが指示を出し、どこが対応するかが明確ではなかった。 
（２）水運用による応援の難しさが露呈した。 

・隣接する事業体が同じ受水団体である。 
・隣接する事業体が同じ水源である。 
・影響を受けていない事業体でも、水量に余裕がない。 
 応援協定を結んでいても、受水団体が用水供給事業体に応援給水というのは無理。 

（３）休日、夜間でも対応できる体制となっていない。 

（ｃ）異常時の対応について、住民とコミュニケーションを取っていなかった 

（１）水道事業体が、減・断水が生死にかかわる施設や損害の大きい施設を把握できてい
なかった。 

・給水車の優先派遣先が把握できていない。 
・応急施設の準備が普段からできておらず、立ち上げに時間がかかった。 
・応急給水所、非常用施設（井戸）等が住民に完全には周知されていない。 
・場合によっては非常用トイレも考慮する必要があった。 

（２）住民への事前通知ができていなかった。住民の理解が十分には得られていなかった。 
・応急給水場所・協力井戸マップの通知、普段からの町内会の協力要請や自助・共助啓発活

動が不十分であった。 
・町内会や住民と、応急給水等の訓練をしていなかった。 
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図 3. 取水停止・再開判断フロー例

 

項目 健康影響 

毒物 急性 

VOC 慢性 

 慢性 

海水流入 なし 

濁度 なし 

病原性 
微生物 

クリプトス
ポリジウム 

急性 

カビ臭 なし 

表 5. 
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 取水停止条件
・取水場の魚類に異常行動が認められた
場合。 
・パックテストで異常を検知した場合。
・原水の VOC
水質事故対応マニュアル」のレベル
2 倍値を超過した場合。

・大量の油が取水口に流入した場合。

・遡上した津波が淀川大堰を超える可能
性がある場合、淀川取水場の取水を停止
する。 
・津波規模によっては大道取水場も取水
停止する可能性あり。

・浄水処理で対応不可能な場合

・上流域で数万人規模の集団感染が発生
した場合。 

・浄水処理で対応不可能な場合。

 水質異常時における取水停止の判断基準（検討中のもの）
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取水停止条件 
・取水場の魚類に異常行動が認められた

・パックテストで異常を検知した場合。
VOC 濃度が「VOC による水源

水質事故対応マニュアル」のレベル
倍値を超過した場合。 

・大量の油が取水口に流入した場合。

・遡上した津波が淀川大堰を超える可能
性がある場合、淀川取水場の取水を停止

・津波規模によっては大道取水場も取水
停止する可能性あり。 

・浄水処理で対応不可能な場合

・上流域で数万人規模の集団感染が発生

・浄水処理で対応不可能な場合。

水質異常時における取水停止の判断基準（検討中のもの）

供給停止

取水停止・再開判断フロー例

  

 
・取水場の魚類に異常行動が認められた

・パックテストで異常を検知した場合。

・施設（沈砂池、管路）の水替え等により魚類に異常が認め
られなくなり、かつ原水の精密検査で異常が認められなくな
った場合。

による水源
水質事故対応マニュアル」のレベル 5 の

・原水の
アル」のレベル５※１未満となった場合。
止による水運用影響が大きい場合は、別途判断する。

・大量の油が取水口に流入した場合。 ・油吸着剤の投入等によって、導水管への大量の油流入の恐
れがなくなった場合。

・遡上した津波が淀川大堰を超える可能
性がある場合、淀川取水場の取水を停止

・津波規模によっては大道取水場も取水

・原水の塩化物イオンが
た場合。
（ただし、取水停止による水運用影響が大きい場合は、別途
判断する。

・浄水処理で対応不可能な場合。 

・原水濁度の低下を確認後、段階取水を行い、沈澱水濁度の
状況等からろ過水濁度が
る場合
（ただし、取水停止による水運用影響が大きい場合は、原水
でクリプトが検出されないことを前提に、沈澱水濁度の状況
等からろ過水濁度が
保できると判断できる場合
・取水停止による水運用影響が大きく、かつ上記条件を満足
できない場合は、別途判断する。

・上流域で数万人規模の集団感染が発生
・上流域での集団感染が収束に向かいつつあり、原水のクリ
プトが一定値※３を下回った場合。
・取水停止による水運用影響が大きく、かつ上記条件を満足
できない場合は、別途判断する。

・浄水処理で対応不可能な場合。 ・市民生活への影響を考慮し、高度処理導入前の供給水のカ
ビ臭レベルをふまえながら、再開を判断する。

水質異常時における取水停止の判断基準（検討中のもの）

図

施設（沈砂池、管路）の水替え等により魚類に異常が認め
られなくなり、かつ原水の精密検査で異常が認められなくな
った場合。 
・原水の VOC 濃度が「
アル」のレベル５※１未満となった場合。
止による水運用影響が大きい場合は、別途判断する。
・油吸着剤の投入等によって、導水管への大量の油流入の恐
れがなくなった場合。

・原水の塩化物イオンが
た場合。 

ただし、取水停止による水運用影響が大きい場合は、別途
判断する。） 

・原水濁度の低下を確認後、段階取水を行い、沈澱水濁度の
状況等からろ過水濁度が
る場合 

ただし、取水停止による水運用影響が大きい場合は、原水
でクリプトが検出されないことを前提に、沈澱水濁度の状況
等からろ過水濁度が
保できると判断できる場合
・取水停止による水運用影響が大きく、かつ上記条件を満足
できない場合は、別途判断する。
・上流域での集団感染が収束に向かいつつあり、原水のクリ
プトが一定値※３を下回った場合。
・取水停止による水運用影響が大きく、かつ上記条件を満足
できない場合は、別途判断する。
・市民生活への影響を考慮し、高度処理導入前の供給水のカ
ビ臭レベルをふまえながら、再開を判断する。

水質異常時における取水停止の判断基準（検討中のもの）

図 4. 危機管理対応プログラム例

取水再開条件
施設（沈砂池、管路）の水替え等により魚類に異常が認め

られなくなり、かつ原水の精密検査で異常が認められなくな

濃度が「VOC による水源水質事故対応マニュ
アル」のレベル５※１未満となった場合。
止による水運用影響が大きい場合は、別途判断する。
・油吸着剤の投入等によって、導水管への大量の油流入の恐
れがなくなった場合。 

・原水の塩化物イオンが 200mg/L（水質基準値）未満となっ

ただし、取水停止による水運用影響が大きい場合は、別途

・原水濁度の低下を確認後、段階取水を行い、沈澱水濁度の
状況等からろ過水濁度が0.1度未満を確保できると判断でき

ただし、取水停止による水運用影響が大きい場合は、原水
でクリプトが検出されないことを前提に、沈澱水濁度の状況
等からろ過水濁度が 2 度未満を確保でき、かつ消毒効果を確
保できると判断できる場合） 
・取水停止による水運用影響が大きく、かつ上記条件を満足
できない場合は、別途判断する。 
・上流域での集団感染が収束に向かいつつあり、原水のクリ
プトが一定値※３を下回った場合。
・取水停止による水運用影響が大きく、かつ上記条件を満足
できない場合は、別途判断する。 
・市民生活への影響を考慮し、高度処理導入前の供給水のカ
ビ臭レベルをふまえながら、再開を判断する。

水質異常時における取水停止の判断基準（検討中のもの）

危機管理対応プログラム例

条件 
施設（沈砂池、管路）の水替え等により魚類に異常が認め

られなくなり、かつ原水の精密検査で異常が認められなくな

による水源水質事故対応マニュ
アル」のレベル５※１未満となった場合。（ただし、取水停
止による水運用影響が大きい場合は、別途判断する。
・油吸着剤の投入等によって、導水管への大量の油流入の恐

（水質基準値）未満となっ

ただし、取水停止による水運用影響が大きい場合は、別途

・原水濁度の低下を確認後、段階取水を行い、沈澱水濁度の
度未満を確保できると判断でき

ただし、取水停止による水運用影響が大きい場合は、原水
でクリプトが検出されないことを前提に、沈澱水濁度の状況

度未満を確保でき、かつ消毒効果を確

・取水停止による水運用影響が大きく、かつ上記条件を満足
 

・上流域での集団感染が収束に向かいつつあり、原水のクリ
プトが一定値※３を下回った場合。 
・取水停止による水運用影響が大きく、かつ上記条件を満足

 
・市民生活への影響を考慮し、高度処理導入前の供給水のカ
ビ臭レベルをふまえながら、再開を判断する。 

水質異常時における取水停止の判断基準（検討中のもの） 

危機管理対応プログラム例 

施設（沈砂池、管路）の水替え等により魚類に異常が認め
られなくなり、かつ原水の精密検査で異常が認められなくな

による水源水質事故対応マニュ
ただし、取水停

止による水運用影響が大きい場合は、別途判断する。） 
・油吸着剤の投入等によって、導水管への大量の油流入の恐

（水質基準値）未満となっ

ただし、取水停止による水運用影響が大きい場合は、別途

・原水濁度の低下を確認後、段階取水を行い、沈澱水濁度の
度未満を確保できると判断でき

ただし、取水停止による水運用影響が大きい場合は、原水
でクリプトが検出されないことを前提に、沈澱水濁度の状況

度未満を確保でき、かつ消毒効果を確

・取水停止による水運用影響が大きく、かつ上記条件を満足

・上流域での集団感染が収束に向かいつつあり、原水のクリ

・取水停止による水運用影響が大きく、かつ上記条件を満足

・市民生活への影響を考慮し、高度処理導入前の供給水のカ

 



  

表 6. 米国、公衆通知規則に基づく段階(Tier)別の公衆通知方法について 
Tier（段階）と 
該当事項例 

通知期限 使用する伝達方法 

Tier 1: 短期暴露によ
り，深刻な悪影響がで
る可能性がある場合
（病原微生物指標項
目、硝酸態窒素などの
MCL 違反、水系感染症
の集団発生、緊急事態
など） 

違反を知ってから
可能な限り速やか
に(遅くとも 24 時
間以内) 

給水対象（住民＋一時滞在者）に以下の 1つ以上の手段 
(1) 放送 (ラジオやテレビ) (2) ポスティング, 
(3) 手渡し, (4) その他州監督官庁から認められた方
法 
必要に応じ、ボトル水を配る場合がある。 
さらに、違反を知ってから 24 時間以内に、州の監督機
関あるいは EPA と協議を行い、追加して行うべき通知な
どについて決定すること。 

Tier 2: Tier 1 以外の
全ての基準項目違反
（過去１年の平均値で
評価）、モニタリングと
測定基準に関する深刻
な違反（健康への影響
と違反継続期間を考
慮） 

(1)違反を知って
からできるだけ早
く (遅くとも30日
以内) 
(2)違反が続く場
合は，原則 3ヶ月
ごと。 

原則として文書による（違反期間の間、給水されている
人を対象とする） 
(1) 郵便かその他の配達による 
(2) 他の手段でも良いが，料金を支払わない人など

にも連絡可能な手法によること 
(3) ポスティングなど 

Tier 3: Tier 1,2 以外
でのモニタリングに関
する違反、測定手順に
関する違反など 

違反知ってから 1
年以内。 

原則として文書による(消費者信頼レポート(CCR)に記
載するのも可） 
定期的に給水を受けている人に連絡する。 

注）Tier1～3共通の措置として、全ての必要な広報通知が完了して 10 日以内に、住民通知規則を完

全に実施した証明を広報文書のコピーと共に州の監督機関に提出すること。 

 

 

表 7. 英国における水質異常時の対応の種類* 
勧告の種類 用途 対応 

DNU：  
Do not use for 
Drinking, Cooking or 
Washing. 

飲用・調理・洗浄
には使用不可 

DNU 勧告は極めてまれで、短期的暴露で健康被害を生じ
るレベルの除去困難な物質が浄水中に存在することに
疑いの余地がなく、さらに、平時の水質に復旧するまで
に長い期間（数時間や数日程度ではなく、数週間）を要
するとの証拠に疑いの余地がない場合に限られる。 

DND：  
Do not use for 
Drinking or Cooking. 

飲用・調理には使
用不可 
 

極端に濃度が高く短期暴露で健康影響が出るレベルと
判断されれば、飲用しないよう DND 勧告を出し、ボトル
水や給水車による代替給水を行う。 

BWA： 
Boil Water Advice: 
Boil before use for 
drinking and food 
preparation. 

飲用・調理には煮
沸 

具体的対応は、超過項目により異なるが、微生物の場合、
給水を継続しながら、直ちに煮沸勧告 BWA を出す。 
 

* 本研究で調査を行った米国、オーストラリアでも表現上の違いはあるが、DNU、DND、 

BWA による対応が一般的であり、水質異常を原因とした給水停止は原則として行われない。 
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注） それぞれの時期に水道水を「使用していた」世帯数は異なる。図
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表 10. HA プログラムにおいて設定されている健康に関する勧告値 

 

 暴露期間 対象* 割当率 影響 
One-day HA 1 日間以内 小児 100% 非発がん影響 
Ten-day HA 10 日以内 小児 100% 非発がん影響 
Longer-term HA 約 7 年間 小児 100% 非発がん影響 
 (生涯の 10％) 成人 100% 

Lifetime HA 生涯 成人 RSC factor 
(Default: 20%) 

非発がん影響 

Concentrations for cancer 
(10-4, 10-5 and 10-6 Risk levels) 

生涯 成人 - 発がん影響 

* 小児：体重 10kg, 1L/day  成人：70 kg, 2L/day、RSC: Relative source contribution 

 

 

 
 

 



  

表 11 Subacute Reference Dose (saRfD)とその設定根拠 
 項目 saRfD 試験法 (動物種) エンドポイント Point of Departure UF 

 亜硝酸態窒素 15 μg/kg/day 13 週間飲水投与試験 (ラット) 副腎皮質球状帯の肥大 NOAEL 1.47 mg/kg/day 100 
 シアン化物イオン及び塩化シアン -        
 ホウ素及びその化合物 96 μg/kg/day 発生毒性試験 (ラット) 胎児重量低下、骨格変異増加 NOAEL 9.6 mg/kg/day 100 
 四塩化炭素 7.1 μg/kg/day 12 週間強制経口投与試験 (ラット) 肝臓: 小葉中心性空胞変性等 NOAEL 0.71 mg/kg/day 100 

 1,4-ジオキサン 22 μg/kg/day* 2 年間飲水投与試験  (ラット) 肝細胞腫瘍  -   - 
 シス-1,2-ジクロロエチレン及び 

トランス-1,2-ジクロロエチレン 
170 μg/kg/day 90 日間飲水投与試験 (マウス) 血清中 ALP 上昇 NOAEL 17 mg/kg/day 100 

 ジクロロメタン 60 μg/kg/day 104 週間飲水投与試験 (ラット) 変異肝細胞巣 NOAEL 6 mg/kg/day 100 
 トリクロロエチレン 1.46 μg/kg/day 生殖発生毒性試験 (ラット） 胎児の心臓異常 BMDL10 0.146 mg/kg/day 100 
 ベンゼン 4 μg/kg/day* 職業暴露における疫学研究 白血病  -   - 

 塩素酸 300 μg/kg/day 90 日間飲水投与試験 (ラット) 甲状腺のコロイド枯渇 NOAEL 30 mg/kg/day 100 
 クロロ酢酸 40 μg/kg/day 90 日間強制経口投与試験 (ラット) 血中クレアチニン、ALT、BUN 増加 LOAEL 12 mg/kg/day 300 
 クロロホルム 71 μg/kg/day 3 週間経口投与試験 (マウス) 肝臓：肝細胞空胞変性・好酸性増加 NOAEL 7.1 mg/kg/day 100 

 ジクロロ酢酸 13 μg/kg/day* 90～100 週間飲水投与試験 (マウス) 
90 日間経口投与試験 (イヌ) 

肝細胞癌及び肝細胞腺腫 
肝臓の肝細胞空胞変性、精巣変性等 

BMDL10 
LOAEL 

12.9 
12.5 

mg/kg/day 
mg/kg/day 

- 
1000 

 ジブロモクロロメタン 170 μg/kg/day 多世代生殖毒性試験 (マウス) 肝臓の変化、胎児数の減少など NOAEL 17 mg/kg/day 100 
 臭素酸 3.6 μg/kg/day* 100 週間飲水投与試験 (ラット) 精巣の中皮腫  -   - 

 トリクロロ酢酸 6 μg/kg/day 104 週間飲水投与試験 (マウス) 肝臓：変異細胞巣の増加 LOAEL 6 mg/kg/day 1000 

 ブロモジクロロメタン 41 μg/kg/day 2 世代生殖試験 (ラット、飲水投与) 飲水量低下、体重低下、児の脳重量
低下、性成熟遅延 

NOAEL 4.1 mg/kg/day 100 

 ブロモホルム 180 μg/kg/day 13 週間強制経口投与試験 (ラット) 肝細胞空胞形成 NOAEL 17.9 mg/kg/day 100 

 ホルムアルデヒド 500 μg/kg/day 90 日間飲水投与試験 (ラット) 体重増加抑制 NOAEL 50 mg/kg/day 100 
 
-: 算出不可, *: 1.0 x 10-4 リスク相当値 

 



  

表 12. 成人及び小児の参照値 

 項目 基準値 
(mg/L) 

参照値 (mg/L) 

成人 小児 

 亜硝酸態窒素 0.04 0.4 (10 )  0.2 (5 )  
 ホウ素及びその化合物 1 2.0 (2 )  1 (1 )  
 シアン化物イオン及び塩化シアン 0.01 -  -  
 四塩化炭素 0.002 0.2 (100 )  0.07 (35 )  
 1,4-ジオキサン 0.05 0.5 (10 )  0.2 (4 )  
 シス-1,2-ジクロロエチレン及び 
トランス-1,2-ジクロロエチレン 

0.04 4.0 (100 )  2.0 (50 )  

 ジクロロメタン 0.02 2.0 (100 )  0.6 (30 )  
 トリクロロエチレン 0.01 0.01 (1 )  0.05 (5 )  
 ベンゼン 0.01 0.1 (10 )  0.04 (4 )  
 塩素酸 0.6 8.0 (13 )  3.0 (5 )  
 クロロ酢酸 0.02 1.0 (50 )  0.4 (20 )  
 クロロホルム 0.06 2.0 (33 )  0.7 (12 )  
 ジクロロ酢酸 0.03 0.3 (10 )  0.1 (3 )  
 ジブロモクロロメタン 0.1 4.0 (40 )  2.0 (20 )  
 臭素酸 0.01 0.09 (9 )  0.04 (4 )  
 トリクロロ酢酸 0.03 0.2 (7 )  0.06 (2 )  
 ブロモジクロロメタン 0.03 1.0 (33 )  0.4 (13 )  
 ブロモホルム 0.09 5.0 (56 )  2.0 (22 )  
 ホルムアルデヒド 0.08 13 (163 )  5.0 (63 )  
 硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 10 -  10 (1 )  
 
丸括弧内の数値は基準値に対する比率 (参照値÷基準値) 
-: 算出不可 

 



  

 

表 13.  13 種のカルバメート系農薬を対象とした Hazard index (HI)法による評価 

  物質名 目標値 
(MG/L) 

浄水最高値 
(MG/L)* 

HAZARD 
QUOTIENT  

(HQ) 
1 カルバリル (NAC) 0.05 0.0005 0.01 
2 イソプロカルブ (MIPC) 0.01 0.0001 0.01 
3 フェノブカルブ (BPMC) 0.03 0.0004 0.013 
4 カルボフラン (カルボスルファン代謝物) 0.005 0.00019 0.038 
5 ベンフラカルブ 0.04 0.0004 0.01 
6 メソミル 0.03 0.0003 0.01 
7 チオジカルブ 0.08 0.0008 0.01 
8 チオベンカルブ 0.02 0.0002 0.01 
9 エスプロカルブ 0.03 0.0003 0.01 

10 モリネート 0.005 0.00021 0.042 
11 ピリブチカルブ 0.02 0.0002 0.01 
12 テルブカルブ (MBPMC) 0.02 0.0002 0.01 
13 ジメピペレート 0.003 0.00003 0.01 
  HI    0.193 
*平成 23 年度の水道統計データより 

 

 

表 14.  13 種のカルバメート系農薬を対象とした Relative potency factor (RPF)法による評価 

  物質名 RPF 浄水最高値 
(MG/L)* 

RPF × 浄水最高値 

1 カルバリル (NAC) 
[インデックス物質] 

1  
(index chemical) 

0.0005 0.0005 
 

2 イソプロカルブ (MIPC) 0.5 0.0001 0.00005 

3 フェノブカルブ (BPMC) 0.11 0.0004 0.000044 
4 カルボフラン  

(カルボスルファン代謝物) 
0.06 0.00019 0.00001140 

5 ベンフラカルブ 3.4 0.0004 0.00136 
6 メソミル 4.39 0.0003 0.001317 
7 チオジカルブ 5.85 0.0008 0.00468 
8 チオベンカルブ - 0.0002 - 
9 エスプロカルブ - 0.0003 - 

10 モリネート 0.5 0.00021 0.000105 
11 ピリブチカルブ - 0.0002 - 
12 テルブカルブ (MBPMC) - 0.0002 - 
13 ジメピペレート - 0.00003 - 
  合 計    0.00806740 

*平成 23 年度の水道統計データより 

 

 

 

 



  

表15. 22 種の有機リン系農薬を対象としたHazard index (HI)法による評価 

農薬名 
目標値 
(mg/L) 

浄水場出口水中濃度 
 (mg/L）* HQ 

1 フェンチオン(MPP) 0.001 0.00005 0.05 

2 イソキサチオン 0.008 0.00016 0.02 
3 ダイアジノン 0.005 0.00005 0.01 
4 フェニトロチオン(MEP) 0.003 0.00015 0.05 

5 ジクロルボス(DDVP) 0.008 0.00008 0.01 

6 イプロベンホス(IBP) 0.008 0.0024 0.3 
7 EPN 0.004 0.00006 0.015 
8 アセフェート 0.08 0.0008 0.01 
9 クロルピリホス 0.003 0.0003 0.1 

10 トリクロルホン(DEP) 0.03 0.0003 0.01 
11 ピリダフェンチオン 0.002 0.00006 0.03 
12 トルクロホスメチル 0.2 0.002 0.01 
13 ベンスリド(SAP) 0.1 0.001 0.01 
14 エディフェンホス 

(エジフェンホス, EDDP) 
0.006 0.00006 0.01 

15 メチダチオン(DMTP) 0.004 0.0004 0.1 
16 アニロホス 0.003 0.00006 0.02 

17 ジメトエート 0.05 0.0005 0.01 

18 マラソン (マラチオン) 0.05 0.0005 0.01 
19 フェントエート(PAP) 0.004 0.00004 0.01 
20 エチルチオメトン 0.004 0.0002 0.05 

21 ピペロホス  0.0009 0.000063 0.07 

22 ホセチル 2 0.02 0.01 
 Hazard Index (HI)   0.915 

HQ: Hazard quotient = 個々の化合物の濃度 / 目標値 

*平成24年度の水道統計データより (http://www.jwwa.or.jp/mizu/pdf/2012-b-02deg-01max.pdf)。濃度は、区分ごと

に記載されていたため、最高濃度が属する区分の上限値を用いることした。 

 

  



  

表16. 22 種の有機リン系農薬を対象としたRelative potency factor (RPF)法による評価 
 
 物質名 RPF 

浄水場出口水中
濃度  (mg/L)* RPF × 浄水最高値 

1 フェンチオン(MPP) 1  
(index chemical) 

0.00005 0.00005 

2 イソキサチオン 2.93 0.00016 0.0004688  
3 ダイアジノン 0.038 0.00005 0.0000019  
4 フェニトロチオン(MEP) 0.471 0.00015 0.00007062  
5 ジクロルボス(DDVP) 0.102 0.00008 0.00000817  
6 イプロベンホス(IBP) 0.039 0.0024 0.0000938  
7 EPN 0.288 0.00006 0.0000173 
8 アセフェート 0.242 0.0008 0.0001939  
9 クロルピリホス 0.162 0.0003 0.0000486  
10 トリクロルホン(DEP) 0.008 0.0003 0.0000023 
11 ピリダフェンチオン 0.08 0.00006 0.0000048  
12 トルクロホスメチル 0.002 0.002 0.0000048 
13 ベンスリド(SAP) 0.008 0.001 0.0000075 
14 エディフェンホス 

(エジフェンホス, EDDP) 
0.136 0.00006 0.0000082 

15 メチダチオン(DMTP) 0.96 0.0004 0.000384 
16 アニロホス 0.055 0.00006 0.0000033  
17 ジメトエート 0.960 0.0005 0.00048  
18 マラソン (マラチオン) 0.001 0.0005 0.0000004  
19 フェントエート(PAP) 0.034 0.00004 0.00000136 
20 エチルチオメトン 3.429 0.0002 0.0006857  
21 ピペロホス  0.020 0.000063 0.00000126 
22 ホセチル - 0.02 - 
 合 計    0.0025367 

 
*平成24年度の水道統計データより (http://www.jwwa.or.jp/mizu/pdf/2012-b-02deg-01max.pdf)。濃度は、区分ごと

に記載されていたため、最高濃度が属する区分の上限値を用いることした。 

 

 

 

 

 

 


